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はじめに

大阪府では、これまで「施策の谷間」とされてきた発達障がい児者の支援について、「ライフステージに応じた一貫した切れ目のない総合的な支援」を目標に、重点的に取り組みを進めています。平成25年度より実施している「発達障がい児者総合支援事業」においては、これまで福祉、教育、保健医療、商工労働などの各部局がそれぞれに取り組んできた支援施策について、庁内で連携や共有を図ることにより、府全体の取り組みにおけるそれぞれの位置づけや役割を明確にするとともに、より一体的に施策を進めていくことを目的としています。
　こういった取り組みを進めていく中で課題として浮かび上がってきたのが、それぞれのライフステージにおける支援は徐々に充実を見せているものの、成長とともにライフステージが移り変わっていくことによって、それまで行われてきた支援が引き継がれず、発達障がいのある方やその家族が負担を強いられる場合があるということです。
　ライフステージを通じて適切な支援が引き継がれていくことは、どんな障がいのある方にとっても必要なことですが、発達障がいの特性、中でも環境の変化が苦手、自分の気持ちや考えていることを周囲に伝えるのが苦手、といった特性にこそ、ライフステージと支援の枠組みの移行をスムーズに行うための配慮が必要と考えられます。
　この手引きは、発達障がいのある方にかかわる支援者の方々に、支援の引継や共有の重要性について理解していただき、すべての支援機関において引継等がスムーズに行われるようになること、それによって発達障がいのある方とその家族の地域での生活を支えていくことを願って作成しました。
また、この手引きでは支援の引継等における「あるべき姿」を中心に掲載していますが、このような内容は、それぞれの方の特性や置かれた状況、さらには時代の変遷などにより変化するものでもあります。この手引きを、発達障がいのある本人・家族と支援者が一緒に支援について考える材料としていただければ幸いです。
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第1章
支援の引継等に関する課題と支援のシステム構築の意義





1．支援の引継等に関する課題

発達障がいのある方への支援においては、乳幼児期から学齢期、成人期までの各ライフステージ※に応じて適切に実施されることとあわせて、その支援が、ライフステージを通じて途切れることなく一貫して行われることが必要です。
発達障がいに関する理解が社会に浸透してきた結果、乳幼児期を中心に、ライフステージごとの支援体制は少しずつ整備されつつあります。
しかし、その一方で、ライフステージの境目ごとに、支援機関や本人・家族が持っていた生育歴や支援内容などの情報が、次のライフステージに適切に引き継がれなかったり、同一のライフステージであっても、支援機関間での情報共有が図られず、その結果、本人にとって一貫した適切な支援が行われにくいといったことが課題となっています。
また、本人や家族にとって、支援者が変わるたびに、生育歴や支援の状況などを一から説明することについて、精神的負担が大きいといったことも指摘されています。
必要な情報が関係者の間で共有化されにくい理由は様々ですが、主には以下のような課題があるものと考えられます。
· 支援機関内、あるいは支援機関間において、引継等の重要性や、適切な枠組みが引き継がれることによる支援の効果などが浸透していないこと
· 支援機関間での基本的な情報の共有や引継のルールが明確でないこと
· 特に個人情報の考え方について、支援者間や本人・家族との間での認識にずれがある場合があること
※ライフステージ：人の一生を節目ごとに分けた、それぞれの段階のことを指します。本手引きにおいては、おおむね乳幼児期、学齢期（小学校・中学校・高等学校等）、成人期といったように、年齢に応じた生活環境の変化やサービスの区切りなどにしたがってライフステージを分けています。


2．引継等のシステム構築の意義

上に述べたような課題に加えて、平成25年6月には障害者差別解消法が成立し、行政機関や事業者は、負担になり過ぎない範囲で、「社会的障壁を取り除くために必要で合理的な配慮（いわゆる合理的配慮）」を行うことが求められることになりました（行政機関には義務、民間事業者には努力義務）。
特に、発達障がいのある方については、その特性上環境の変化に影響を受けやすいことから、支援者においては、支援にかかる合理的配慮の実践に加え、ライフステージが移った場合であっても、必要な支援が引き続き行われるようにするための引継等における配慮がより一層求められることとなります。
このようなことから、発達障がいのある方について、生育歴やそれまで受けてきた支援の内容などの基礎的な情報が、本人・家族と支援者との間で共有化されるとともに、その情報が次のライフステージに確実に引き継がれるような仕組みの構築が不可欠となっています。


	参考：障害者差別解消法について

	障害者差別解消法（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律）は、障害者基本法第4条に基本原則として規定されている「差別の禁止」についてより具体的な規定を示すとともに、それが遵守されるための具体的な措置等を定めるもので、障がいを理由とした不当な差別的取扱いを禁止するとともに、合理的配慮の提供に関する義務について定めています。

合理的配慮
障害者差別解消法においては、行政機関及び事業者は、障がいのある方などから何らかの配慮を求める意思の表明があった場合には、負担になり過ぎない範囲で、社会的障壁を取り除くために必要で合理的な配慮（合理的配慮）を行うこととされています（行政機関は法的義務、事業者は努力義務）。

社会的障壁
「社会的障壁」とは、障がいのある方にとって日常生活または社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものを指します。





第2章
手引きの使い方・考え方





1．手引きの目的及び用途

本手引きは、発達障がいのある方が、乳幼児期から学齢期、成人期に至るまでのライフステージに応じた一貫した支援を受けることができるように、生育歴や支援内容等の情報にかかる支援者間での情報共有や、ライフステージの境目における情報の確実な引継が行われることを目的として、市町村やその他の支援機関の支援者向けに作成するものです。


《発達障がい児者の支援にかかわる主な支援機関》
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支援者の方々におかれましては、本手引きを活用し、ライフステージの移行による基本的な支援構造の変化を最小限に抑えるとともに、本人や家族などの負担を軽減し、支援者間の情報共有を進めることで、安定かつ継続した支援の提供を図っていただくよう、お願いします。
なお、本手引きは、各市町村で独自に作成している支援計画や引継等のためのシートやサポートブックなどの様式を統一することを目的としているものではなく、支援者の方々が、支援の一貫性・継続性を保つために役立てていただくことの一助となるよう作成するものです。



2．手引きの内容

1で述べたように、本手引きは、生育歴や支援内容等の情報にかかる支援者間での情報共有や、ライフステージの境目における情報の確実な引継が行われることを目的としています。
そこで、第4章において、保育所・幼稚園・認定こども園等（以下、「保育所・幼稚園等」という。）、小学校、中学校、高等学校、大学・専門学校等、障がい福祉サービス事業所や就労支援機関、就労先等において、それぞれのライフステージと、次のライフステージの境目において推奨される「支援の引継方法（縦の連携）」について掲載するとともに、第5章において、各ライフステージ内における保健、医療、保育、教育、就労支援等の様々な関係機関間の「情報共有と具体的な連携方法（横の連携）」について掲載しています。
また、このような「縦横連携」を進めるにあたっては、個人情報保護の問題をはじめとして、留意すべき事項が多々あることから、第3章においてこれらの点について掲載しています。
さらに、「縦横連携」をより効率的・即応的に行うためには、引継等のためのツールを作成し、活用することが考えられます。第6章においては、大阪府域における先進事例について、その内容や実際の運用などを掲載しています。
なお、本手引きにおいては、ライフステージが移行する際に、支援者や支援機関間で支援にかかる情報の引継を行うことを「引継」、同一ライフステージにおいて支援者や支援機関間で支援にかかる情報の共有化を行うことを「情報共有」、その両方を包含する場合には「引継等」と記載することとします。


3．手引きを活用した支援の対象者

本手引きは、主として、発達障がいのある方の支援において活用されることを想定していますが、必ずしも発達障がいの診断を受けている方や障がい者手帳を所持している方だけではなく、必要に応じて、発達障がいの可能性がある方や発達に気がかりな点がある方などが使用することも想定して作成しています。





第3章
引継等を実施するにあたっての留意点





1．個人情報の保護について

引継等で取り扱う支援の記録等については、重要な個人情報であることを十分認識する必要があります。
このため、これらの情報の取得や提供にあたっては、個人情報に関する関係法令等（個人情報の保護に関する法律、大阪府個人情報保護条例、市町村の個人情報保護条例等）の規定を遵守した上で行う必要があり、市町村や支援機関は、これらの根拠となる法令等について日ごろから十分認識しておくことが求められます。
基本的に、これらの法令等においては、個人情報の取得や提供には、本人や家族の同意が前提となっています。このため、これらの記録の取扱いについては、本人・家族と十分な共通理解を図ることが重要です。

個人情報の具体的な取扱いについて


（1）支援の記録等の作成
本人・家族の参画または同意を得て作成します。

（2）支援の記録等の保管
この手引きは、支援の記録等は本人・家族のものであるという前提に基づいていますが、本人・家族の希望等により、支援機関が保管するという方法も考えられます。この場合、それらの情報をどのように利用し、保管するのかなどについて、本人や家族と共有し、情報管理の内容や責任を明らかにしておくことが必要です。
また、適切な保管場所を確保するとともに、持ち出しの際の管理簿を作成しておくなど、管理体制を整えることが必要です。

（3）支援の記録等の第三者への提供
これらの記録を第三者に情報提供する場合には、原則として、提供する情報の範囲や内容等について本人・家族に確認し、同意を得ることが必要です。

また、上記のとおり、支援の記録等は慎重に扱うことが前提となりますが、その一方で、このような記録は、本人への適切な支援のために活用することを目的に作成されたものであることに留意が必要です。支援に有用な情報を厳重に管理するだけではなく、これを有効に活用していくという意識を持っておくこと、支援機関が保管することによって本人・家族による情報の活用を妨げないよう配慮することが、支援者に求められます。


【ＰＯＩＮＴ】
	■支援機関において個人情報を保管する場合、以下の点を明確にし、本人や家族と共有しておく。
・保管する情報の内容
・当該情報の支援機関における利用の仕方
・当該情報の保管方法
・責任の所在
■個人情報の保管に十分配慮することと同時に、支援機関が保管することによって本人・家族による情報の活用を妨げないよう、配慮する。





	参考：大阪府個人情報保護条例の個人情報の定義と収集、利用及び提供の制限について

	個人情報の定義
「個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は識別され得るもの」と定義しており、具体的には、氏名、住所、生年月日はもとより、思想、宗教、身体的特徴、健康状態、家族構成、職業、学歴、出身、所属団体、財産、所得その他個人に関するすべての情報をいう。

個人情報の収集の制限
「実施機関は、個人情報を収集するときは、本人から収集しなければならない」とした上で、以下に該当する場合は例外として認められている。
· 本人の同意があるとき。
· 法令又は条例の規定に基づくとき。
· 他の実施機関から提供を受けるとき。
· 出版、報道等により公にされているものから収集することが正当であると認められるとき。
· 個人の生命、身体又は財産の保護のため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。
· 犯罪の予防等を目的とするとき。
· 大阪府個人情報保護審議会の意見を聴いた上で、本人から収集することにより、個人情報取扱事務の目的の達成に支障が生じ、又はその円滑な実施を困難にするおそれがあることその他本人以外のものから収集することに相当の理由があると実施機関が認めるとき。
個人情報の利用及び提供の制限
「実施機関は、個人情報取扱事務の目的以外に個人情報を、当該実施機関内において利用し、又は当該実施機関以外のものに提供してはならない」とした上で、以下に該当する場合は例外として認められている。
· 本人の同意があるとき又は本人に提供するとき。
· 法令又は条例の規定に基づくとき。
· 出版、報道等により公にされているものを利用し、又は提供することが正当であると認められるとき。
· 個人の生命、身体又は財産の保護のため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。
· 専ら統計の作成又は学術研究の目的のために利用し、又は提供する場合で、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがないと認められるとき。
· 犯罪の予防等を目的として実施機関内において利用する場合で、当該目的の達成に必要な限度で利用し、かつ、当該個人情報を利用することについて相当の理由があると認められるとき。
· 犯罪の予防等を目的として、他の実施機関、国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人に提供する場合で、当該目的の達成に必要な限度で提供し、かつ、当該個人情報を提供することについて相当の理由があると認められるとき。
· 犯罪の予防等を目的として、前号に規定する者以外のものに提供する場合で、当該目的の達成に必要な限度で提供し、かつ、当該個人情報を提供することについて特別の理由があると認められるとき。
· 大阪府個人情報保護審議会の意見を聴いた上で、公益上の必要その他相当な理由があると実施機関が認めるとき。

開示請求
「何人も、実施機関に対し、当該実施機関が現に保有している自己に関する個人情報であって、検索し得るものの開示を請求することができる」とした上で、開示請求の方法等の手続きについて定めている。


2．支援の記録等の作成及び引継等の実施者と本人・家族との共有について

記録の作成及び引継等の実施については、本人・家族のニーズや支援機関の状況等によって様々な方法がありますが、本手引きにおいては、以下のような方法を想定しています。
· 支援の記録等は、本人・家族の同意または参画を得て支援者が中心となって作成する。
· 支援の引継等についても同様に、本人・家族の同意または参画を得て実施する。

また、記録作成や引継等の場では、単に引継等を目的とした話し合いだけを行うのではなく、本人の特性や現在の支援体制、本人・家族のニーズ、長期的なニーズを含めた支援の方向性、それを実現するためのそれぞれの支援機関の役割などを確認・整理し、共有する場として十分に活用することが期待されます。
引継のシステムを有効に運用し持続させていくためには、本人・家族が積極的にこの仕組みに参画し動機づけを維持することが大切です。支援者は、情報の引継等の意義を本人・家族に丁寧に説明して理解を得るとともに、支援の中でうまくいかない点について方針を検討するだけでなく、支援の引継等によって共有された情報が実際の支援に活用され、良い結果を生んでいるというポジティブな内容についても、積極的に本人・家族にフィードバックしていくことが求められます。
また、乳幼児期から児童期にかけて、引継等は家族が主体となって行っていくこととなりますが、成人期になって本人がその情報を有効に利用して支援を受けていくためには、本人がその存在や主旨を理解していなければなりません。成人に至るまでのいずれかの時点で、支援の記録や引継等の実施について本人に説明・共有しておくことが大切です。
本人に伝えるタイミングとしては、本人が周囲との違いに気づいて違和感を持ち始めたとき、学業・仕事・対人関係などでつまずきが生じたとき、進路選択の時期などが考えられますが、いずれも、本人の状況に合わせて、本人が納得できるような説明の仕方に配慮することが必要です。

さらに、ライフステージのいずれかの段階で、本人の意思で支援を必要とされない場合などもあるため、将来的に支援の再開を希望した際に過去の支援の情報を活用できるように、支援機関と本人・家族が話し合って必要な情報を集約し、記録にまとめておくことが必要です。集約した情報は、本人、家族、支援機関のいずれかが保持し、支援を再開する際にスムーズに提供できるように、その方法を確認しておくことが望ましいでしょう。
なお、支援の引継等については、できる限り新旧の直接の支援者が顔を合わせて行うことが望ましいですが、年度替わりの時期などには、担当者の異動や担当者が決まっていないなどの事情で、直接支援にかかわる者同士が情報共有することが難しいことも考えられます。その場合には、新旧の支援機関内で引継に関する責任者を明確にすることで、引継先の機関内で直接の担当者に確実に情報が伝わるようにするとともに、必要な場合には引継後にも情報のやり取りができるよう、体制や窓口を確認しておくことが必要です（転出・転入に際する引継については、P29参照）。
【ＰＯＩＮＴ】
	■記録の作成や引継等の実施の際には、本人・家族のニーズを丁寧に聞き取って支援方針や支援計画に反映させる。
■本人・家族の参画の機会は、本人・家族のニーズや支援の方向性、関係機関の役割分担などを確認・共有する場として十分に活用する。
■支援方針に基づいて具体的に取り組んだ内容については、その結果（うまくいった点、うまくいかなかった点やその理由等）も含めて本人・家族にフィードバックし、共有する。あわせて、支援の記録等にも同様の内容を記載することで、引継を受けた支援機関において、より効果的な支援方策の検討を目指す。





3．家族へのサポートの視点について

発達障がいのある方については早期の支援が必要であり、そのためには、保護者など家族の障がいに対する理解を促す支援が必要です。
しかし一方では、支援者から障がいの可能性を指摘されたり、診断等によって障がいが明確になった後、本人の障がいや支援の必要性を理解し受け止めることは、家族にとって大きな負担であり、家族自身へのサポートが必要とされる過程でもあります。また、いったん支援の必要性を受け入れたとしても、本人の成長や家族状況、支援者等との関係等によって家族の気持ちが揺れ動くことは自然なことであり、障がいの受け止め自体が永続的なものとはいえません。
したがって、発達障がいのある方への適切な支援を考えるにあたっては、本人にとって一番身近な家族の気持ちを尊重しながら、家族が本人の状態を受け止めていく経過を段階的にサポートするとともに、必要な場合には、支援の必要性やその選択肢などを的確に提示し、家族の判断を促すようなかかわりも必要となります。
こういったサポートには時間を要したり、単独の支援機関では困難な場合もあるため、支援にかかわる関係機関が連携し、役割分担をしながら行うとともに、引継等の実施に際してもこういった点に配慮し、家族の状況等も含めた情報共有を行うことが期待されます。
なお、支援者と家族との間で、本人に対する支援の必要性や方法についての認識が必ずしも一致しない場合もあります。この場合は、一致している点を中心に引継を行うこととし、認識の異なる点については、異なっていることを前提に引き継ぐ等、支援者間で情報をやり取りする場合に一定の配慮を行うことが必要です。

【ＰＯＩＮＴ】
	■家族の障がいの受け止めをサポートするため、引継等を実施する際には、家族の状況についても支援機関間で共有しておく。
■支援機関間で支援にかかる情報をやり取りする際には、その必要性や方法について本人・家族と認識が一致している点と、そうでない点を明らかにしておく。


4．その他の留意点

記録の作成や引継等を行う際には、以下のような点にも留意が必要です。

· 引継等にかかわる支援機関において、引継等を行う目的や意義を共有する
　共有した情報が確実に活用されるためには、引継等にかかわる支援者や支援機関が、その重要性を理解していることが必要です。引継先によっては、引継等の意図が十分理解されていない可能性も考えられるため、事前に引継等を行う意義を丁寧に説明するとともに、引継等の場を単に情報交換の場として終わらせるのではなく、本人の支援にかかわる者の連携体制を確認して、その後の支援に結びつけるように留意します。

· 引継先の状況によって、情報の記載方法や伝え方を工夫する
　支援の記録等には、本人に関する情報がきめ細かく記載されていることが望ましいですが、場合によっては、必要な情報を整理して記載したり、記載の仕方を工夫した方がよいこともあります。
例えば、情報を受け取る側は、ほとんどの場合が本人の状態像を把握していない段階で引継等を受けるため、引き継がれた情報の中から、支援開始時から留意しておくべき内容と、いずれ参考になるであろう内容との優先順位をつけることが難しく、結果的に必要な場面で必要な情報が生かされないという場合があります。
また、引継先において、引き継がれた情報や記録から本人の特性や支援の必要性を読み取って実際の支援に結びつけていく上で、専門的な内容ばかりが記載されていることが必ずしも良い結果を生まないということもあります。
記録作成や引継等を行う際には、引継先の担当の経験、スキル、職種等が様々であることを踏まえ、「引き継いだ先での支援に役立ててもらう」という視点から、情報の記載の仕方や伝え方にも配慮することが必要です。引継等に際して事前の調整が可能な場合には、引継先がどんな情報を求めているかを確認しておくことも有効です。
　また、引継先に発達障がいに関する理解を深めてもらうために、啓発目的に作成された冊子・リーフレット類や、支援マニュアルなどを活用するといったことも有効です。

· 引継先での支援に結びつく情報を提供する
　次の支援機関に情報を引き継ぐ際に、本人の課題や支援が必要な点、うまくいっていない点などの情報を提供することに躊躇するという場合があります。しかしながら、次の支援機関への移行をスムーズに行うためには、こういった情報をきちんと引き継ぐことが大切です。それは、課題として支援や配慮が必要な点をきちんと認識し、対応を検討しておくことで、新しい生活環境における失敗やつまずきを防ぐことが可能になるためです。特に発達障がいのある方の中には、出だしでの失敗がその後に大きく影響を与える場合があるため、できるだけ支援をスムーズに移行し、定着させるための配慮が求められます。


第4章
ライフステージの移行時における支援の引継（縦の連携）





	全ライフステージを通じて、発達障がいのある方にかかわる支援機関は様々なものがありますが、本章では、例えば「幼稚園から小学校」「高等学校から就労先」といったように、ライフステージの移行に伴って支援の引継を行う支援機関について取り上げ、これまでの支援内容等を次の支援先に適切に引き継ぐための引継方法や引継内容、ポイント等について提示します。
なお、実際にはライフステージの境目のみならず、各ライフステージにおいて、支援者の変更等がある場合等にも、適切な支援の引継が行われるように留意することが必要です。





《ライフステージの移行時における支援の引継（縦の連携）》
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　支援の引継の方法や時期、引継の場に参加するメンバー等について、標準的なモデルは以下の図のとおりです。また、以下の項においては、ライフステージの移行時における【具体的な引継の流れ】、【引き継がれる主な内容項目】を示していますが、これらの内容は絶対的なものではなく、実際の引継にあたっては、必要な情報の伝達がスムーズかつ有効に行えるよう、その手順やメンバー、時期、引き継ぐ内容等を、関係する機関の状況や本人・家族のニーズ等に応じて弾力的に検討する必要があります。
次ページでは、【引き継がれる主な内容項目】について、具体的にどういった内容が求められるか、どういった視点での記載が必要かといった点について説明しています。


《支援の引継にかかる標準的なモデル》
（年度末に引き継ぐ場合）
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《引き継がれる主な内容項目と記載のポイント》

	日常生活習慣や身辺自立等の状況

	○食事、排泄、洗面、着脱衣や身だしなみなどの身辺スキル
○移動、家事、体調管理、金銭管理、時間管理などの生活スキル
○言語理解、言語表出、会話などのコミュニケーションスキル
○読み書き、計算などの学習状況　など


	障がいの状況や本人の特性

	○診断名や障がい特性、配慮を要する事項　など

→感覚過敏、強いこだわり、見通しの持ちにくさといった障がい特性から、不安定になったりパニックを起こしたりする場合があります。そういった状況をできるだけ起こさないようにするための配慮として、本人の障がい特性とそれに対する支援の方法を理解しておくことが必要です。

	興味や関心のあることがら等

	○本人が好きなこと、興味があること
○余暇の過ごし方、気分転換の仕方　など

　→発達障がいのある方の中には、自由時間の過ごし方が分からない、上手にストレス発散や気分転換ができないという人がいます。休憩時間の過ごし方や気分転換の方法を周囲と共有しておくことで、新たな支援の枠組みへの定着がスムーズになる可能性があります。

	集団内での様子や対人関係等

	○集団内での過ごし方、集団内で配慮を要する事項
○周囲の人との付き合い方　など

→発達障がいのある方の中には、普段はよくしゃべっていても、自分が困っているときにはなかなか助けを求められないという場合があります。特に、生活環境や支援者が変わった時などにはこういったことが難しくなるため、どういった配慮があれば周囲に伝えられるかといったことを、あらかじめ考えておくことも大切です。

	引継元で行っていた指導・支援や配慮について

	○引継元での支援内容、利用していたサービスの内容　など

　→支援機関の状況や体制は様々であるため、ほとんどの場合、引継先の支援をそのまま実行することは難しいと思われます。しかしながら、引継元でうまくいっていた支援の工夫や使用していたツールなどを引き継ぐことで、本人の混乱を減らし、引継先での支援をスムーズに行うことができます。

	本人・家族のニーズ

	○引継先での支援・サービスに関するニーズ
○今後の生活などに関するニーズ　など


	家族支援の状況

	○家族が活用している資源（ﾍﾟｱﾚﾝﾄ･ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ、ﾍﾟｱﾚﾝﾄ･ﾒﾝﾀｰなどの家族支援、その他のｻｰﾋﾞｽ）　など


	関係機関との連携

	○本人・家族にかかわっている機関やその役割
○相談支援事業所のかかわりの状況
○過去にかかわっていた機関　など



1．「保育所・幼稚園等 ⇒ 小学校」、「小学校 ⇒ 中学校」の引継

就学期の各学校においては、保護者の参画のもと、「個別の教育支援計画」等を作成・活用し、これを確実に引き継いでいくことにより、子どもの障がいの状況や一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な指導・支援を進めていくことが重要です。
学校種が変わる際の引継においては、子どもの障がいの特性やつまずきやすさを関係者間で共有した上で、どのような配慮があれば安心して学校生活が送れるのかなど、就学後の具体的な支援につなげるという観点を持つことが求められます。
　また、ライフステージの移行時に限定せず、日ごろから連携を図り、保育所・幼稚園等、小学校、中学校と継続した引継内容や方法を確認することにより、円滑な引継が行われるとともに、一貫性のある指導・支援が期待できます。

（1）保育所・幼稚園等から小学校への引継
この引継においては、保護者や保育所・幼稚園等が蓄積してきた情報を集約・整理して、効果的に小学校に引き継ぐことが求められるとともに、様々な情報の中から、教育活動に必要となる内容を「個別の教育支援計画」等に反映させることが大切です。
引継は、担当者間で終わることなく、支援に必要な情報を小学校内で共有するために、校内関係者による支援体制づくり等を検討し、保護者参画のもと、配慮の工夫（合理的配慮）を「個別の教育支援計画」等に記載することが望まれます。
また、就学移行期においては、市町村教育委員会が保護者と教育相談を行うことから、市町村教育委員会が主体となって、保育所・幼稚園・小学校等と連携し、進めていくことも考えられます。
【引き継がれる主な内容項目】
○日常生活習慣や身辺自立等の状況
○障がいの状況や本人の特性
○興味や関心のあることがら等
○集団内での様子や対人関係等
○保育所・幼稚園等で行っていた指導・支援や配慮について
○一貫した指導・支援に向けた本人・保護者のニーズ
○家族支援の状況
○関係機関との連携

就学にあたっては、入学式などの初めての場面や新しい環境に対する本人の不安を和らげるために配慮する必要があります。例えば、事前に入学式の流れを聞く、会場や教室等の施設を見学することにより、心構えや見通しを持つことができ、子どもの安心につながります。
また、就学直前に引継を実施し、障がいの特性に応じた具体的な配慮について、保護者も交えて話し合うことにより、スムーズな就学につながります。




【ＰＯＩＮＴ】
	■保育所・幼稚園等においては、担任、支援教育コーディネーター等と保護者が、これまでの支援内容や就学後に支援が必要と思われるポイント、小学校への引継の手順などについて事前に話し合い、整理しておく。
■小学校への引継においては、保護者が持参した支援ファイル等の内容を中心に、家庭での様子も聴き取りながら、関係者間で情報共有を行う。
■保育所・幼稚園等から引き継がれた内容をもとに、小学校が「個別の教育支援計画」等を作成する際には、保育所・幼稚園等で効果的だった支援の情報とともに配慮する点についても記録し、校内で共有する。
■継続性のある一貫した支援を行うために、就学後も、必要に応じて保育所・幼稚園等と情報交換を行い、支援方法の見直しや検討を行う。その際も、保護者参画のもとで、「個別の教育支援計画」等の点検・修正を進める。




（2）小学校から中学校への引継
この引継においては、小学校で作成された「個別の教育支援計画」等やその他の必要な情報を集約・整理して、中学校に引き継ぐことが求められます。
「個別の教育支援計画」等については、小学校の卒業時に保護者に返却し、保護者が中学校へ持参する場合と、保護者の了承を得て小学校から中学校へ引き継ぐ場合とが考えられますが、保護者が持参する場合であっても、事前に小学校と中学校の支援教育コーディネーター等が「個別の教育支援計画」等の内容を共有し、十分な引継を行う必要があります。
さらに、中学校においては、教科担任制、新教科、クラブ活動など新たな学習活動が始まるため、小学校からの情報をもとに、保護者からも日常の様子を丁寧に聞き取り、新たに支援が必要になる可能性がある点について、十分に話し合っておくことが必要になります。
引き継がれる主な内容は、就学前の「保育所・幼稚園等から小学校への引継」の内容項目とあわせて、小学校で行ってきた個別の指導・支援の方法とともに、学級経営に関わる授業づくりや集団づくりの工夫、学校全体で取り組んできた教育環境の整備など、小学校における取組みや配慮内容が考えられます。

【ＰＯＩＮＴ】
	■小学校は、中学校への引継方法や引き継ぐ内容について、子どもが進学する前に、保護者と調整を行っておく。
■小・中学校間で「個別の教育支援計画」等を引き継ぐ場合も、中学校は、本人・保護者の希望や思いも含めて、教育的ニーズの聴き取りを十分に行う。
■中学校は、小学校から引き継がれた内容をもとに、「個別の教育支援計画」等を作成・活用し、全教職員で支援の情報を共有するとともに、担当する教科の授業やクラブ活動等において適切な指導・支援ができるよう取り組む。
■小・中学校は、発達障がい等に関する研修や、すべての子どもにとって「わかる」授業の研究を協働実施する等、日ごろから連携をすすめる。


＊各校種間における連携事例
○市町村が、支援教育コーディネーター連絡会の一環として、幼稚園と小学校、小学校と中学校といった連続する校種の教員が一堂に会する情報交換会を開催。担当者同士が顔合わせを行うことで、その後の個別ケースについても相談することができた。
○就学・進学後の具体的な支援につなげるという観点で、中学校の教職員が小学校の授業を参観。子どもの状況を把握することができ、小・中学校間で情報の共有を図ることができた。
○就学前幼児による小学校体験入学を実施。就学予定の小学校で、学校の普段の生活や様々な学習場面が体験でき、スムーズな就学・進学につなげることができた。












2．「中学校 ⇒ 高等学校」の引継

高等学校においては、より広い地域から生徒を受け入れるため、小学校と中学校との関係に比べて中学校との関係を密にしにくくなる場合があります。また、生徒自身の行動範囲や交友関係も広がるため、それによって生じる本人の生活への影響にも注意が必要です。
したがって、この引継においては、高校入学の機会に中学校と高等学校とが確実に情報を共有し、高等学校で支援が必要になると思われる点について検討するとともに、以降の連携を確認しておくことが大切です。
また、「小学校 ⇒ 中学校の引継」同様、引き継がれた情報については、学校内で共有した上で、校内における支援体制等を検討し、配慮の工夫（合理的配慮）等を「個別の教育支援計画」等に記載することが望まれます。
なお、中学校において「個別の教育支援計画」が作成されていない生徒については、支援教育コーディネーターや担任を中心に、「高校生活支援カード」等をもとに、生徒の障がい状況等の把握を行い、校内委員会などで情報を共有した上で、支援の内容や目標を検討し、計画の作成を進めます。その際、保護者の参画や関係機関等との十分な連携が大切です。

【具体的な引継の流れ】
　○中学校で「個別の教育支援計画」等が作成されている場合には、中学校の担任等より保護者に、高等学校に計画を引き継ぐことについて丁寧に説明しておく。
○中学校においては、進学の数ヶ月前に、中学校の担任・支援教育コーディネーター等と保護者が、在籍中の支援の内容や進学後に支援が必要と思われるポイント、高等学校への引継の手順などについて話し合い、整理しておく。
○「個別の教育支援計画」等については、中学校の卒業時に保護者に返却し、保護者が高等学校へ持参する場合と、保護者の了承を得て中学校から高等学校へ引き継ぐ場合とが考えられる。ただし、保護者が持参する場合であっても、事前に中学校と高等学校の支援教育コーディネーター等が「個別の教育支援計画」等の内容を共有し、十分な引継を行う。
○高等学校においては、合格発表後に中学校訪問等を行うなどして、生徒の状況や中学校在籍中の支援の内容について引継を受ける。また、中学校から引き継がれた「個別の教育支援計画」や入学時に生徒・保護者が記載した「高校生活支援カード」等をもとに、本人・保護者のニーズを把握する。必要な場合には、入学後の早い時期に、本人や保護者と担任、支援教育コーディネーター等が参加する話し合いの場を設定し、具体的な支援方針や本人・保護者のニーズ等について確認した上で、「個別の教育支援計画」等を作成する。
○中学校から引き継がれた内容や具体的な支援方針等について、支援教育コーディネーター、担任、副担任、教科担当者等、校内で支援にかかわる者の間で共有し、校内での一貫した支援を図るとともに、支援教育コーディネーターを中心に、担任や教科担当者等が日常的な連携を図り、具体的な支援についての会議を開催するなど組織的に対応を進める。
○必要に応じて外部の専門機関との連携を図るとともに、定期的に中高連絡会等を実施するなど、継続的に中学校と連携して支援体制の充実を図る。

【引き継がれる主な内容項目】
○日常生活習慣や身辺自立等の状況
○障がいの状況や本人の特性
○興味や関心のあることがら等
○集団内での様子や対人関係等
○中学校で行っていた指導・支援や配慮について
○一貫した指導・支援に向けた本人・保護者のニーズ
○家族支援の状況
○関係機関との連携

【ＰＯＩＮＴ】
	■中学校においては、進学前に、高等学校への引継方法や引き継ぐ内容について、保護者と調整を行う。
■高等学校においては、引き継がれた内容をもとに高等学校における具体的な支援や配慮の工夫等を検討し、「個別の教育支援計画」に反映させる。
■校内での支援に一貫性を持たせるために、学校内でもその内容を共有するとともに、校内での会議の開催や中高連絡会の実施など、校内外の連携を図る。
■「個別の教育支援計画」が作成されていない生徒については、「高校生活支援カード」等をもとに、作成を進める。









＊高等学校の入学選抜における配慮
大阪府では、公立高等学校入学者選抜（学力検査）において、障がいのある生徒に対して以下のような配慮を行っています（障がい等の状況による）。配慮を希望する場合は、在籍する中学校を通じて手続きを行います。
· 学力検査時間の延長
· 点字による受験
· 代筆解答
· 介助者の配置
· 英語リスニングテストの筆答テストによる代替
· 拡大した学力検査問題用紙又は解答用紙の使用
· 別室受験












＊高校生活支援カードについて
高等学校では、小中学校と違った環境での学校生活がスタートします。入学生は、新しい出会いや初めて経験する授業など、高校生活に期待が膨らむ一方で、不安や戸惑いを感じることもあります。高校生活支援カードは、すべての生徒にとって安全で安心な学校づくりをすすめるために、保護者の協力のもとに作成し活用します。
このカードを活用することにより、高等学校が生徒の状況や保護者のニーズを把握し、中学校、保護者、生徒の想いを受け止め、高等学校卒業後の社会的自立に向けて学校生活を送れるよう適切な指導・支援の充実につなげます。
平成26年度からすべての府立高等学校ですべての入学生を対象に実施しており、高校生活支援カードの内容をもとにして、障がいのある生徒に対して「個別の教育支援計画」の作成をスタートします。

【高校生活支援カード及び高校版個別の教育支援計画について】http://www.pref.osaka.lg.jp/kotogakko/seishi/seikatusiken.html















＊大阪府教育センターの取組み
（幼稚園・小学校・中学校・高等学校・支援学校への支援）
大阪府教育センターは、教育の振興に資するため、大阪府教育センター条例に基づいて設置された教育機関です。教育関係職員を対象とした様々な研修や、教育に関する専門的又は技術的事項の調査・研究などを行っています。
発達障がい児の支援に関しては、教職員を対象に、障がい理解やユニバーサルデザインの授業づくり等をテーマとした研修を実施することにより、教育現場における発達障がいの理解促進を図るとともに、発達障がい児を含むすべての子どもにとって「わかる」授業づくりを支援しています。
また、学校園における一貫した支援システムの重要性や「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」の作成と活用等についてなど、支援の引継に関わる研修も多く実施しています。











＊障がいのある子どもの教育について
独立行政法人国立特別支援教育総合研究所のウェブサイトでは、教職員の学習や研修をサポートし、障がいのある子ども一人一人の教育的ニーズに対応した教育の実現に貢献することを目的に、各障がい種別の解説やその指導方法等を紹介しています。
また、同研究所発達障害教育情報センターのウェブサイトでは、発達障がいのある子どもの教育に関する様々な情報を提供しています。

「障害のある子どもの教育の広場」　http://www.nise.go.jp/cms/13.html
7．自閉症・情緒障害児教育
9．発達障害（LD・ADHD・高機能自閉症等）教育

発達障害教育情報センター　http://icedd.nise.go.jp/















3．「高等学校 ⇒ 就労先」の引継

この引継においては、就労先への情報提供にあたって、本人の特性や支援の必要なポイント、配慮事項等について十分に理解してもらえるよう、できるだけ情報を整理して的確に伝えることが求められます。
特に高等学校からの就職に関しては、6で述べるような障がい福祉サービス事業所からの引継と比べると、就業スキルの達成度（就労の場で求められるスキルにどの程度対応できるか等）に関する情報が少ない場合もあると考えられます。したがって、職場実習などを行っている場合は、その際の情報についてもまとめておくとともに、可能であれば、就労先での仕事内容等について事前に企業とやり取りし、支援が必要になる可能性があるポイントについて、整理しておくことが望ましいと思われます。
　また、就労先においては、高等学校から引き継がれた内容を共有した上で支援体制を整えることが必要ですが、一方で、本人の障がいの状況などの情報の取扱いには十分な配慮が必要です。就労先での情報共有について本人・家族の同意を得るとともに、就労先の誰にどの程度情報を伝えるかについて慎重に検討することなどが求められます。

【具体的な引継の流れ】
　○高等学校においては、高等学校の支援教育コーディネーターや担任、進路指導担当者と本人・保護者が、在籍中の支援の内容や就職後に支援が必要と思われるポイント、就労先への引継の手順などについて話し合い、整理しておく。
　○高等学校で作成された「個別の教育支援計画」や「個別移行支援計画」については、卒業時に保護者に返却し、保護者が就労先に持参するなどして引き継ぐ。
○就職前の適切な時期に、高等学校、就労先の関係者、本人・保護者等が参加する引継の場を設定するなどして、「個別の教育支援計画」や「個別移行支援計画」等をもとに情報共有を行うとともに、今後の連携の方法などについても協議する。

　○高等学校までと比べ、「担任」などキーパーソンとなる人が分かりにくくなるため、本人が困った時にどこに（誰に）相談すればよいかを就労先との事前の協議において定め、本人に伝えておく。また、就労先と、高等学校の双方の窓口（担当）を確認し、必要に応じて双方から連絡を取り合う。
○就労先においては、本人と保護者の同意を得た上で、支援に必要な範囲で本人の障がい特性や配慮事項について情報を共有し、配属先での受入れ体制を整える。
○職場への定着支援が必要な場合には、就労先以外の支援機関（障害者就業・生活支援センター、大阪障害者職業センターなど）の活用も可能であるため、あらかじめ本人・家族の同意を得て相談につなげておく。また、必要に応じて、高等学校、就労先、その他の支援機関等が参加する情報交換の場を設けたり、高等学校、就労先の双方から連絡を取り合って情報を共有するなどして、支援方法の検討や見直しなどを行うといった方法を検討する。

【引き継がれる主な内容項目】
○障がいの状況や本人の特性
○興味や関心のあることがら等
○集団内での様子や対人関係等
○高等学校で行っていた指導・支援や配慮について
○就労先における配慮事項や本人の希望
○（健康管理について支援が必要な場合）受診機関・服薬状況等
○関係機関との連携

【ＰＯＩＮＴ】
	■高等学校においては、就職前に、就労先への引継方法や引継内容について、本人・保護者と調整を行う。
■就労先においては、支援に必要な範囲で引き継がれた情報を共有することについて本人・家族の同意を得るとともに、配属先での受入れ体制を整える。
■就労先での相談窓口や担当者を明確にし、本人に伝えておく。
■職場定着支援が必要な場合には支援機関の活用を検討し、必要に応じてあらかじめ支援機関につないでおく。





＊A支援学校での取組み（就労先への引継）
A支援学校では、職場実習を通じて、本人の障がいの状況や特性について人事の担当者だけでなく、本人が実際に仕事を一緒に行う現場の職員にも理解を深めてもらえるよう丁寧に説明した上で、就労に移行できるようにしています。
また、実習の巡回指導時に、障害者就業・生活支援センターの職員にも同行してもらうなど、就労後の定着に向けて、本人を支えるネットワークづくりに、在校中から取り組んでいます。







参考：支援学校における支援の引継について


支援学校（幼稚部・小学部・中学部・高等部・高等支援学校）においては、すべての幼児と児童生徒について「個別の教育支援計画」が作成されることとなっており、支援学校に在籍する間は、「個別の教育支援計画」を中心に支援の引継を行うこととなります。
　ここでは、地域の学校から支援学校（幼稚部・小学部・中学部）に転学する場合などや、支援学校高等部や高等支援学校（以下、「支援学校高等部等」という。）を卒業後に障がい福祉サービス事業所を利用する場合の引継について述べます。

【地域の学校等 ⇔ 支援学校の転学に伴う引継】
　学年始まりや学年途中で地域の保育所・幼稚園等や学校から支援学校に転学する場合、あるいはその反対に支援学校から地域の学校に転学する場合にも、ライフステージの移行に伴う引継同様に丁寧な引継を行い、転学後の有効な支援に結びつけています。

· 地域の学校等から支援学校に転学する場合
　地域の学校等において「個別の教育支援計画」が作成されている場合、本人・保護者の同意のもと「個別の教育支援計画」を引き継ぎ、本人・保護者の願いや支援の内容、配慮事項、関係機関との連携等について確認を行います。また、これまでの指導を継続できるよう、「個別の指導計画」についても引継をし、内容の確認を行います。
地域の学校等において「個別の教育支援計画」が作成されていない場合でも、本人・保護者の願いや支援の内容、配慮事項、関係機関との連携等について、引継を行います。引き継がれた内容は「個別の教育支援計画」に反映され、転学後の支援学校での教育活動に活かされます。
いずれの場合も、地域の学校等における支援計画や支援の内容を参考にして「個別の教育支援計画」を作成するだけではなく、転学に至るまでの経過などにも配慮し、本人・保護者のニーズを丁寧に確認しながら、支援計画及び指導計画に反映させています。

· 支援学校から地域の学校等に転学する場合
　支援学校において作成されている「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」を、本人・保護者の同意のもと確実に引き継ぎ、「個別の教育支援計画」等に基づいて、これまでの指導・支援内容や配慮事項、本人・保護者の願い、関係機関との連携等について確認を行います。

【支援学校高等部等 ⇒ 障がい福祉サービス事業所の引継】
支援学校高等部等の卒業後に障がい福祉サービス事業所を利用する場合、学校における「個別の教育支援計画」及び「個別の移行支援計画」を活用し、本人・保護者の同意のもと、障がい福祉サービス事業所における「個別支援計画」へ必要な内容を引き継いでいます。
また、支援学校高等部等においては、在籍中から職場実習や事業所の体験利用などが行われており、学校から事業所への移行において、こういった機会を最大限に活用することが期待されています。具体的には、他のライフステージの移行に伴う引継の手続きに加えて、職場実習等を、本人の障がいの状態や特性について実際的に職場で理解を深める機会としたり、卒業後に本人を支援する関係機関とその役割について確認する機会とするなど、より丁寧な引継が行われています。


参考：大学等における支援と支援の引継について


大学においては、従来より障がいのある学生への支援を行っていますが、発達障がいに特化した支援体制を持っているところは少なく、それ以外のライフステージにおける支援と比べると、まだ十分に整備がされていない部分もあります。
ここでは、大学で行われている発達障がいのある学生への支援ならびに高等学校からの引継や就労先等への支援の引継の例について述べます。

【大学における発達障がいのある学生への支援例】
· 受験時の対応について
　大学入試センター試験では、発達障がいを含む障がいのある学生への受験上の配慮を行っており、多くの大学では、これに準じた形で入学試験における配慮を行っています。
《大学センター試験における受験上の配慮事項の例》
　・試験時間の延長（1.3倍）
・チェック解答
・拡大文字問題冊子の配布
・注意事項等の文書による伝達
・別室の設定
・試験室入口までの付添者の同伴　等

· 入学後の支援・配慮について
　多くの大学は、障がいのある学生のサポートのための窓口を設置しています（学生支援センター内など）。学生生活において支援を希望する学生は、合格決定から入学までの間や入学後の早い時期に、こういった窓口に相談することで、授業等における配慮を申し出ることができます。窓口では、本人や家族と希望する支援について話し合った上で、大学として実施可能かどうかの検討を行い、授業の担当教官に本人の特性に応じた配慮について、「配慮願」等の文書等によって依頼します。また、定期試験においても、同様の配慮を受けられる場合があります。
　また、学生生活において必要な支援に関しては、学内ボランティアなどを活用している大学もあります。
《授業等における支援・配慮の例》
　・イヤーマフの使用
・別室での受講
　・ティーチングアシスタントの配置
　・定期試験における拡大問題用紙の配布
・板書のカメラ撮影の許可
・ボイスレコーダーの使用の許可　等

【高等学校からの支援の引継例】
　大学によっては、支援方針等を検討するにあたって、高等学校までに受けてきた支援の内容などについて本人・家族から話を聞くほか、本人・家族を通じて高等学校の「個別の教育支援計画」等の引継を受けたり、本人・家族の同意を得て高等学校に支援の内容について問い合わせたりする場合があります。

【就労支援と就労先等への引継例】
　本人が一般就労を希望する場合には、大学のキャリアセンターなどを活用しながら就職活動を行います。
　本人が障がい者雇用枠での就労を希望する場合には、キャリアセンターや障がい学生支援の窓口などがハローワークなどと連携して求人情報を探すなどして、就職活動をサポートします。大学によっては、在籍中から学内・学外でのインターンシップを実施する、本人の了解を得た上で企業に事前に情報提供し、受入れについて調整した上で就職支援を進めるなどの取組みを行っています。


＊大阪府立大学の取組み
大阪府立大学では、障がいのある学生を支援するため、「障がい学生支援センター」を設置し、授業の履修、試験、授業外の学生生活等の各種相談に応じたり、支援者研修を受けた学生と協力してノートテイクや学内の移動介助等の支援を行っています。
就職相談については、学内のキャリアサポート室と連携し、面談を通じた助言や障がいのある学生を対象とした就職情報の提供等の支援を行っています。
また、キャリアサポート室では、学生の了解・要望のもと、就職希望先に学生の情報を事前に提供・説明して受入れ可能性のヒアリングを行い、その結果を受けて就職支援を進めるケースがあります。










＊大阪府内のA専門学校の取組み
A専門学校では、進路指導において、保護者、生徒、学校で話し合いの場を設け、生徒がどういった職（分野）に就きたいのかを確認し、学校の進路担当が、学生が働きたい関係企業にインターンシップの受入れを申し入れています。
就職を前提としたインターンシップ受入れの申し入れであるため、企業に一人ひとりの生徒の情報を提供した上で、関係企業が面接を実施し、個々の状況を見極め、インターンシップを受け入れた企業は終了後そのまま生徒を社員として雇用します。









＊障がいのある学生の修学支援について
独立行政法人日本学生支援機構のウェブサイトでは、「障害学生修学支援情報」として、障がいのある学生の修学支援に関する調査・研究等、支援ガイド・教材、支援の動向等について掲載しています（http://www.jasso.go.jp/tokubetsu_shien/index.html）。

「障害学生修学支援事例集」http://www.jasso.go.jp/tokubetsu_shien/kentouiinkai.html#zirei





4．「児童発達支援事業所（センター含む） ⇒ 小学校」の引継

児童発達支援事業所は、集団療育や個別療育を行う必要があると認められた就学前の子どもを対象に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練、その他必要な支援等のサービスを提供する事業所です。療育の実施にあたっては、障がい児相談支援事業所が作成する「障がい児支援利用計画」に応じて、児童発達支援管理責任者が「個別支援計画」を作成の上、提供することになっています。
特に、就学前の児童が毎日利用する児童発達支援事業所・センターにおいては、主な所属・活動の場として子どもの状況をきめ細かに把握しており、療育を受ける発達障がい児の就学後の日々の学校生活における「つまずき」や「困り感」等をできるかぎり軽減させるため、保護者に同意を得た上で、就学先の小学校に対して、支援の引継を積極的に行う必要があります。
また、就学後も同一事業所において放課後等デイサービスの利用を継続する場合には、就学時に引継の場を設定し連携を確認しておくことによって、以降の継続的な情報交換の場として活用することができます。

【具体的な引継の流れ】
○児童発達支援事業所においては、就学の数ヶ月前に、児童発達支援管理責任者等と保護者が、利用中の支援の内容や就学後に支援が必要と思われるポイント、小学校への引継の手順などについて話し合い、整理しておく。
○就学前に作成していた支援ファイルや事業所が作成した「個別支援計画」などの記録については、引継の時期に合わせて、保護者が小学校へ持参する。
○就学の1～数ヶ月前に、児童発達支援事業所、小学校、市町村教育委員会等の関係者が参加する引継の場を設定する。引継の場としては、児童発達支援事業所と小学校の連絡会や個別のケース会議等が考えられる。引継においては、保護者が持参した支援ファイル等の内容を中心に、情報共有を行う（引継の場には保護者が参画することが望ましい）。
○小学校においては、就学後の早い時期に、保護者と担任、支援教育コーディネーター等が参加する話し合いの場を設定し、具体的な支援方針や保護者のニーズ等について共有・確認した上で、「個別の教育支援計画」を作成する。
○その上で、引き継がれた内容や具体的な支援方針等について、担任（支援学級含む）だけでなく、副担任、支援教育コーディネーター等、校内で支援にかかわる者の間で共有し、校内での一貫した支援を図る。
○また、必要に応じて児童発達支援事業所を見学するなどして、実際の支援の内容や本人の特性に応じた療育環境、必要な支援・配慮等について、より実践的な引継を行う。
○必要な場合には、就学後数ヶ月の時期（小学校が本人の状況をある程度把握できる時期）や支援の困難な状態が生じたときなどに、随時児童発達支援事業所と小学校、保護者が連絡を取り合ったり、情報交換の場を設けたりして、支援方法の検討や見直しなどを行う。特に、本人が同一事業所で放課後等デイサービスの利用を継続する場合は、保護者の同意を得て定期的に情報交換を行うとともに、放課後等デイサービスにおける「個別支援計画」と小学校における「個別の教育支援計画」等の連携を図る（第5章参照）。

【引き継がれる主な内容項目】
○日常生活習慣や身辺自立等の状況
○障がいの状況や本人の特性
○興味や関心のあることがら等
○集団内での様子や対人関係等
○「個別支援計画」に基づいて行っていた支援や配慮について
○本人・保護者のニーズ
○家族支援の状況
○関係機関との連携

【ＰＯＩＮＴ】
	■児童発達支援事業所においては、就学前に、サービス利用にかかる「個別支援計画」に基づいて、小学校への引継方法や引き継ぐ内容について、保護者と調整を行う。
■小学校においては、引き継がれた内容をもとに小学校における具体的な支援や配慮の工夫等を検討し、「個別の教育支援計画」に反映させる。
■また、校内での支援に一貫性を持たせるために、学校内でもその内容を共有しておく。





5．「高等学校 ⇒ 障がい福祉サービス事業所」の引継

※本項及び次項における障がい福祉サービス事業所（以降、「事業所」という。）とは、就労移行支援事業所、就労継続支援事業所、その他自立訓練事業所等を指します。




この引継においては、支援学校高等部や高等支援学校を含む高等学校における「個別の教育支援計画」及び「個別移行支援計画」から、障がい福祉サービス事業所における「個別支援計画」へ必要な内容を適切に引き継ぐとともに、事業所の体験利用や実習などが行われている場合には、その間の本人の様子等を丁寧に共有することで、卒業後の支援に確実に結びつけていくことが求められます。また、学校から地域の支援機関への移行といったライフステージの大きな境目においては、相談支援事業所が大きな役割を担っていることに留意する必要があります。（支援の引継にかかる相談支援事業所の役割については、P29参照）。

【具体的な引継の流れ】
　○高等学校在籍中に事業所で体験利用や実習などを行う場合、高等学校や保護者は事前に事業所に本人の情報を伝えておく。さらに、卒業後の利用が見込まれる場合には、卒業までの引継のスケジュールや引き継ぐべき情報などについて、事業所と確認するとともに、利用中の本人の様子や支援が必要な部分などについても共有しておく。
○高等学校においては、高等学校の支援教育コーディネーターや担任、進路指導担当者と本人・保護者が、在籍中の支援の内容や事業所において支援が必要と思われるポイント、事業所への引継の手順などについて話し合い、整理しておく。
　○高等学校で作成された「個別の教育支援計画」や「個別移行支援計画」については、卒業時に保護者に返却し、保護者が事業所に持参するなどして引き継ぐ。
○卒業前の適切な時期に、高等学校、事業所、本人・保護者等が参加する引継の場を設定する。
　○事業所においては、引き継がれた情報に加え、本人・家族に面談を行いニーズ等について確認した上で、サービス管理責任者が事業所における「個別支援計画」を作成する。
　○事業所においては、支援方針や具体的な支援の内容について、引継の担当者やサービス管理責任者だけでなく、直接支援にあたる職員の間で共有を図る。
　○必要な場合には、サービス利用開始から数ヶ月の時期（事業所が本人の状況をある程度把握できる時期）や支援の困難な状態が生じたとき、「個別支援計画」の見直しの際などに、随時事業所と高等学校、本人・家族が連絡を取り合ったり、情報交換の場を設けたりして、支援方法の検討や見直しなどを行う。

【引き継がれる主な内容項目】
○日常生活習慣や身辺自立等の状況
○障がいの状況や本人の特性
○興味や関心のあることがら等
○集団内での様子や対人関係等
○高等学校で行っていた指導・支援や配慮について
○本人・家族のニーズ
○家族支援の状況
○関係機関との連携

【ＰＯＩＮＴ】
	■高等学校在籍中に事業所の体験利用や実習などを行う場合には、その間の本人の様子や支援の課題等について共有し、卒業後の支援に結びつける。
■高等学校においては、卒業前に、事業所への引継方法や引継内容について、本人・保護者等と調整を行う。
■事業所においては、引き継がれた内容を「個別支援計画」に適切に反映させるとともに、「個別支援計画」の見直しの機会を本人・家族や関係機関との情報共有の場として活用する。





6．「障がい福祉サービス事業所 ⇒ 就労先」の引継

この引継においては、就労先への情報提供にあたって、本人の特性や支援の必要なポイント、配慮事項等について、専門知識を持たない一般の職員等にも理解してもらえるよう、できるだけ情報を整理して的確に伝えることが求められます。
また、就労先においては、引き継がれた内容を共有した上で支援体制を整えることが必要ですが、一方で、本人の障がいの状況などの情報の取扱いには十分な配慮が必要です。就労先での情報共有について本人・家族の同意を得るとともに、就労先の誰にどの程度情報を伝えるかについて慎重に検討することが求められます。

【具体的な引継の流れ】
○事業所においては、就職の数ヶ月前に、事業所の担当者やサービス管理責任者等と本人（家族を含む場合あり）が、サービス利用中の支援の内容や就職後に支援が必要と思われるポイント、就労先への引継の手順などについて話し合い、整理しておく。
○事業所においては、就労先に対して事前に引継の話し合いの趣旨を丁寧に説明し、今後の連携体制が維持できるよう依頼する。
○事業所においては、就職の1ヶ月～2週間前を目途に、事業所、就労先、本人（家族を含む場合あり）が参加する引継の場を設定する。引継では、本人が事業所とともに配慮事項等をまとめた「個別プロフィール表」や、事業所が作成した「個別支援計画」等にもとづいて情報共有を行う。
○事業所から就労先への引継には、できる限り直接仕事の指示をする職場の上司やサポート職員（職務上のキーパーソン）が同席し、就労先の人事担当者のみが出席する場合は、確実に直接のサポート職員に情報が伝わるよう配慮する。
○事業所と就労先は就職前に協議し、本人が困った時にどこに（誰に）相談すればよいかを決めて、本人に伝えておく。
○就労先においては、職場における対応や配慮に必要な範囲で本人の障がい特性や配慮事項などについて職場内で共有し、配属先での受入れ体制を整える。また、スムーズな職場定着を図るため、事業所や支援機関と情報共有・連携を行い、必要に応じて職場における配慮を検討する。（職場定着支援については、第5章参照）。

【引き継がれる主な内容項目】
○障がいの状況や本人の特性
　○興味や関心のあることがら等
　○対人関係等
○「個別支援計画」に基づいて行っていた支援や配慮について
○（定着支援について）本人のニーズ
○就労先における配慮事項
○（健康管理について支援が必要な場合）受診機関・服薬状況等
○関係機関との連携



【ＰＯＩＮＴ】
	■障がい福祉サービス事業所は、就職前に、就労先への引継方法や引き継ぐ内容について、本人（家族を含む場合あり）と調整を行う。
■障がい福祉サービス事業所は、本人の障がい特性や配慮事項を職場内で情報共有してもらえるよう、就労先に働きかける。
■就労先においては、引き継がれた情報を職場内で共有するとともに、職場定着支援が必要な場合には、支援機関等と連携・情報共有を行う。





7．支援の引継にかかる相談支援事業所の役割

発達障がいのある方にとって、乳幼児期から学齢期、成人期といったライフステージの移行により、支援機関や関係機関が変化していくことになりますが、本人が障がい福祉サービス（児童のサービスを含む）を継続して利用する場合には、相談支援事業所が、ライフステージに沿って行われる一貫した支援の軸として、このような多数の関係者をつなぐ中心的な役割を担うこととなります。
特定相談支援事業所等の相談支援専門員は、「サービス等利用計画」や「障がい児支援利用計画」の作成等を通じて、サービス利用にかかるコーディネートを行うとともに、家族の状況に応じて、必要があれば家族も含めたトータルな支援、関係者をつなぐことによる継続的・総合的な支援を行うことが求められます。
　したがって、ライフステージの移行に伴う支援の引継においても、相談支援事業所が引継の場に積極的に参画することにより、関係する支援者との間で本人に対する総合的な支援方針について共有し、それぞれの機関における計画（学校における「個別の教育支援計画」、障がい福祉サービス事業所における「個別支援計画」等）との支援方針等の共有を図ることが求められています。



8．転出・転入により支援の引継が必要となる場合の連携

　ライフステージの移行に限らず、本人・家族の転居等（転出・転入）により支援の引継が必要になる場合があります。この場合の引継も、ライフステージの移行に伴う引継同様、本人・家族の同意を得て行うことが前提となります。
　学校間など個々の機関においては、転居に伴って支援に関する記録が引き継がれる場合もありますが、転入先における支援ネットワークを構築するためには、転入の機会に関係機関が情報共有の場を持ち、支援方針やそれぞれの機関の役割などを確認し、以降の連携体制を整えておくことが大切です。
必ずしも新旧の担当者が顔を合わせて引き継げる場合だけではありませんが、あくまでも引継の目的は本人・家族への一貫した支援であることに留意して、丁寧な引継を行います。
なお、居住地域によって、活用できる支援機関や地域の支援体制に差がある場合があるため、引継の際にはその点にも配慮しながら、関係機関間の役割分担を検討することが必要です。

【具体的な引継の流れ】
· 転出元として情報を引き継ぐ場合
○引継元の機関（以下、「引継元」という。）においては、転出の前に、担当者と本人・家族が、在籍中の支援の内容や引継先の機関（以下、「引継先」という。）に引き継ぐ内容等について話し合い、整理しておく。支援ファイルや「個別の教育支援計画」のように決まった様式がない場合には、必要に応じて、適切な形で必要な情報をまとめておく。
○支援の記録等については、本人・家族が引継先に持参する場合と、本人・家族の同意を得て引継元から引継先へ引き継ぐ場合がある。
○必要な場合には、記録の引継だけでなく、電話や面談等何らかの形で新旧担当者間の情報共有の機会を設ける。
○転出先から情報提供の依頼があった場合は、必要な場合は本人・家族の同意を確認した上で、必要な情報の提供を行う。

· 転入先として情報を受け取る場合
○引継元からの連絡や本人・家族からの記録の引継等によって引継が必要な状況を把握した場合、引継先においては、引継元からの情報を確実に引き継ぐとともに、その内容を自機関における支援や支援計画の作成などに適切に反映させる。
○転出元で複数の機関が支援にかかわっていた場合や、転入後に複数の機関がかかわる見込みがある場合などには、転入後の早い時期に、本人・家族の同意を得た上で、いずれかの機関が中心となって情報交換と支援方針の共有を行う場を設ける。可能であれば、情報共有の場に本人・家族が参画することが望ましい。
○転出元から必要な情報の引継がない場合には、本人・家族の同意を得た上で、転入先から転出元に情報の提供を依頼する。

【ＰＯＩＮＴ】
	■引継元においては、転出前に、引継先への引継方法や引き継ぐ内容について、本人・家族と調整を行う。
■必要な場合には、本人・家族の同意を得て、新旧支援機関の情報交換の機会を設けたり、引継先から引継元へ情報提供の依頼をする。
■引継先においては、転入後の早い時期に、関係機関による情報交換と支援方針の共有の場を設け、各機関の役割を確認する。







第5章
地域内の関係機関間の情報共有・連携（横の連携）





	発達障がいのある方の支援については、福祉や保健、医療、保育、教育、就労支援等、本人や家族を支援する様々な機関による連携が重要であることから、本章では、それぞれのライフステージにおける関係機関の連携（横の連携）を取り上げ、情報共有や連携のあるべき姿、ポイント等について提示します。




《関係機関間の情報共有・連携（横の連携）体制》

[image: ]




1．ライフステージに共通する関係機関の連携

（1）地域自立支援協議会を核とした関係機関のネットワーク
地域自立支援協議会（障害者総合支援法第89条の3第1項に規定する協議会）は、相談支援事業をはじめとする地域の関係機関の定期的な協議の場であり、地域における障がい者等への支援体制の整備に関して中核的な役割が期待されています。特に、発達障がいのある方への支援においては、福祉・教育・就労といった様々な分野の機関が、分野の壁を越えて有機的に連携することが不可欠であることから、地域自立支援協議会において構築された関係機関のネットワークの活用が有効であると考えられます。
また、地域自立支援協議会の主たる目的は、地域に存在する多様な分野の関係機関相互の「顔の見える関係」づくりと、各支援機関における個別支援会議で報告された個々の事例をもとに、地域全体のニーズ・課題を抽出し、それを施策につなげていくことにあります。発達障がいについても、個々の事例から抽出された地域全体のニーズや課題を整理した上で、行政の施策に反映していくことで、関係機関の連携を深め、地域全体の支援体制を強化し、これまで制度の谷間にあった発達障がい児者支援施策を更に向上させていくといった取組みが求められます。

【ＰＯＩＮＴ】
	■地域自立支援協議会は、幅広い分野からの参画を得て検討を行うこと、開催が定期的である場合が多いことなどから、より柔軟かつ効率的な検討を行うために、発達障がいに特化した専門の部会等を設け、関係機関からの参画を得る。
■連携をより効果的なものにするために、参画する関係機関の役割を明確にし、共通認識としておく。
■地域のニーズや課題を検討する場合には、そのもととなる個別の事例について、本人の状況や具体的な支援内容といった基礎的な情報が、協議会を構成するメンバー間で正確に共有されるよう工夫する。




（2）相談支援事業所を中心とした障がい福祉サービス利用にかかる関係機関の連携
（1）の地域自立支援協議会は、基本的に「支援のあり方」を検討する場であり、実際の支援は、地域自立支援協議会等を活用してネットワーク化された、地域の関係機関によって実施されます。
平成24年度の障害者自立支援法及び児童福祉法の改正に伴い、原則として障がい福祉サービスを利用するすべての場合において、相談支援専門員が「サービス等利用計画案」「障がい児支援利用計画案」を作成し、市町村はこれらの計画案を勘案した上で支給決定することとされました。このため、地域の関係機関の中でも、特に、発達障がい児者のニーズを的確にくみ取り、フォーマル・インフォーマルも含めて多数の関係者をつなぎ、サービスの利用調整を行う、指定特定相談支援事業所などの相談支援事業所の役割は極めて重要となっています。
そこで、相談支援事業所においては、発達障がい児者に対する支援ノウハウの向上に努めるとともに、自らが地域のネットワークづくりの中核であることを意識し、障がい福祉サービス事業所をはじめとした社会資源の実態について把握することが求められています。また、市町村においては、発達障がい児者及びその家族等が、できるだけ身近な地域で相談することができるよう、発達障がいに対応できる相談支援事業所を確保する必要があります。
このように、相談支援事業所を中心として地域の関係機関が連携することで、教育や医療も含めた関連分野にまたがる個々のニーズに応じた支援を、様々な生活場面に沿いながら一貫して提供することができます。


【ＰＯＩＮＴ】
	■相談支援事業所は、発達障がい児者とその家族の地域生活を支える観点から、関連分野にまたがる個々のニーズを反映し、様々な生活場面に沿った一貫した支援を盛り込んだ「サービス等利用計画」「障がい児支援利用計画」の作成を円滑に進めるため、自立支援協議会に参画するなど、関係機関等と顔の見える関係を構築しておく。
■計画の作成のタイミングに、本人や家族、サービスの提供を行うサービス担当者等からなる「サービス担当者会議」を開催し、計画の共有を図る。
■サービス担当者会議では、参加機関が支援の基本的な考え方や目標、支援方法など共通の基盤に立つことが重要であるため、チームのメンバーが利用者の希望する生活の実現に向けた目標を共有できるよう、配慮や工夫をする。
※運営基準上のサービス担当者会議は、支給決定後に「サービス等利用計画」作成時に開催するのみであるが、発達障がいの特性を踏まえると、支援者間でのきめ細かい情報共有が有効であることから、それ以外にも下記のタイミングをとらえて会議を開催することが望ましい。
· 当初の課題分析を実施し、「サービス等利用計画」の原案を作成する段階
· サービス開始直後の初期モニタリング（ニーズとサービスのマッチングの観察、サービス導入によるニーズ変化の観察、サービス間の適切な連携の観察）の段階
· 継続モニタリング（ニーズとサービスの継続的な把握と分析）の段階





2．乳幼児期・学齢期における関係機関の連携

（1）保健センター（保健所を含む）と保育所・幼稚園等との連携
保健センターでは、母子保健法に基づく乳幼児健康診査（以下、「乳幼児健診」という。）を実施しており、早期から発達に課題のある乳幼児を発見し、支援につなぐ役割を担っています。乳幼児健診では、問診、診察、心理相談等で発達のフォローの必要性を総合的に判断します。また、発達に課題のある子どもにとって適切な支援の場を検討するための材料として、保健師が保護者の不安や悩みを把握し、発達相談担当の心理士の助言に結びつけています。
保健センターと保育所・幼稚園等との具体的な連携としては、以下のような方法が考えられます。
○保健センターで実施した乳幼児健診の結果や、その後のフォローの状況について、保護者の了解を得た上で、保育所・幼稚園等に伝える。
○子どもがすでに保育所・幼稚園等を利用している場合は、保育所等から気になる子どもが受診対象児であるとの連絡を受けて、保健師が保育所等での様子を確認する。
○子どもの発達にあわせた保育や幼児教育を行うために、保護者の了解を得て担当の保育士や幼稚園教諭が発達検査に同伴し、心理士から直接保育や教育の場における支援方法について助言する。
○乳幼児健診をきっかけとして、就学まで子どもの支援を行った場合には、小学校入学に際して、保護者の希望に応じて子どもの発達状況などの情報提供を行う。
【ＰＯＩＮＴ】
	■乳幼児期の子どもの発達は個人差が大きく、保護者に子どもの発達に課題があることの認識が十分でないことも多いことから、保健センターと保育所・幼稚園等は、子どもの発達の見極めと支援の必要性を共有しながら、保護者の思いにも十分配慮して発達状況や支援方法を伝えるといった配慮が求められる。
■その際には、関係機関が、子どもの状況だけでなく、保護者の状況についても情報共有した上で連携を図ることが望ましい。
■必要な支援の提供や関係機関との連携については、発達障がいの診断の有無にかかわらず行う。




（2）児童発達支援事業所（センター含む）と保育所・幼稚園等との連携
児童発達支援は、家庭から通所する就学前の子どもを対象に療育を提供するものであり、療育の実施にあたっては、障がい児相談支援事業所が作成する「障がい児支援利用計画」に応じて、「個別支援計画」を作成の上、提供することになっています。
児童発達支援事業所と保育所・幼稚園等との具体的な連携は、適切な療育が実施できるよう、サービス利用の申込等があった際に「個別支援計画」の作成時から情報共有を開始することが適当と考えられます。
また、児童発達支援事業所の中には、平成24年度の児童福祉法の改正により、保育所等による集団生活への適応支援を図るため創設された「保育所等訪問支援」の指定を受けている事業所もあります。このサービスは、障がい児の支援に相当の知識・技術及び経験のある訪問支援員が、保育所や幼稚園、認定こども園、小学校、支援学校などを定期的に訪問し、集団生活への適応のための専門的な支援を行うものであり、具体的には、①障がい児本人に対する支援（集団適応のための必要な訓練等）に加え、②訪問先施設の職員に対する支援（支援方法等に関する情報共有や助言等）を行います。
このため、特に「保育所等訪問支援」の指定を受けている事業所と保育所・幼稚園等が連携することで、適切な療育の実施だけでなく、本人に対するより一層の支援の向上や、職員の質的強化を図ることが期待されます。

【ＰＯＩＮＴ】
	■市町村は、保護者のニーズに応じて、「保育所等訪問支援」の活用について積極的に検討する。
■保育所・幼稚園等は、保護者等からの申し入れに対し、積極的な訪問の受入れを行い、子どもの状況や支援方法等について、保育所等と事業所、保護者との間で情報共有を図る。
■「障がい児支援利用計画」や「個別支援計画」の見直しの際には、「個別の教育支援計画」との整合を図るための情報交換を行うなど、定期的な連携を図る。





（3）放課後等デイサービス事業所と小学校・中学校・高等学校との連携
平成24年度の児童福祉法の改正により、学齢期における障がい児の放課後等対策の強化を図るため創設された「放課後等デイサービス」は、その対象が「学校教育法第1条に規定する学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学している障がい児」とされ、授業の終了後または休業日に生活能力の向上のための必要な訓練、社会との交流の促進等を行うこととされています。
放課後等デイサービス事業の利用は、学校教育との時間的な連続性があることから、小・中・高等学校における教育課程と放課後等デイサービス事業所における支援内容との一貫性が確保されなければなりません。このため、個々の障がい児のニーズを踏まえた放課後等の過ごし方について、学校現場と放課後等デイサービス事業所、保護者等との間で十分に協議することが必要です。
具体的な連携方策としては、放課後等デイサービス事業所の児童発達管理責任者等と学校の教員等が協力し、放課後等デイサービスにおける「個別支援計画」と、学校における「個別の教育支援計画」等との連携を、保護者の了解を得つつ確保することが考えられます。
また、放課後等デイサービス事業所においては、支援の内容や、サービス提供にあたって配慮している点等について小・中・高等学校と共有をしていくこと、学校においては、必要に応じて事業所の見学を行い、その際に、事業所が具体的な支援内容や方法について伝えることなども考えられます。
　放課後等デイサービス事業所において、（2）と同様「保育所等訪問支援」の指定を受けている場合には、これを活用した両者の連携も考えられます。

【ＰＯＩＮＴ】
	■小学校から中学校、中学校から高等学校とライフステージが変化する際には、その都度情報交換を行い、「個別の支援計画」と学校等が作成する「個別の教育支援計画」等との整合を図る。

















	参考：「個別の教育支援計画等」と「障がい児支援利用計画等」の連携について

	平成24年4月18日付　厚生労働省・文部科学省連名通知
「児童福祉法等の改正による教育と福祉の連携の一層の推進について」（一部抜粋・要約）

相談支援の充実
・児童福祉法及び障害者自立支援法の一部改正により、平成24年4月から児童福祉法に基づく障がい児通所支援または障害者自立支援法に基づく障がい福祉サービスを利用するすべての障がい児に対し、原則として「障がい児支援利用計画等」を作成。
・「障がい児支援利用計画等」の作成にあたっては、様々な生活場面に沿って一貫した支援を提供すること、障がい児とその家族の地域生活を支える観点から、福祉サービスだけでなく、教育や医療等の関連分野にまたがる個々のニーズを反映させることが重要。
・特に学齢期においては、「障がい児支援利用計画等」と「個別の教育支援計画等」の内容との連動が必要であり、「障がい児支援利用計画等」を作成する相談支援事業所と「個別の教育支援計画等」を作成する学校等が密接に連絡調整を行い、就学前の福祉サービス利用から就学への移行、学齢期に利用する福祉サービスとの連携、さらには学校卒業にあたって地域生活に向けた福祉サービス利用への移行が円滑に進むよう配慮が求められる。

障がい児支援の強化
· 個別支援計画の作成
・障がい児通所支援事業所等における計画的な支援と質の向上を図るため、障がい児通所支援事業所等における児童発達支援管理責任者の配置が義務付け。
・これにより、障がい児通所支援事業所等を利用するすべての障がい児に対し、利用者及びその家族のニーズ等を反映させた「個別支援計画」を作成し、効果的かつ適切に障がい児支援を行うとともに、支援に関する客観的評価を行う。
・学齢期の障がい児が障がい児通所支援事業所等を並行して利用する場合も想定されることから、障がい児通所支援事業所等の児童発達支援管理責任者と教員等が連携し、「個別支援計画」と「個別の教育支援計画等」との連携を保護者の了解を得つつ確保し、相乗的な効果が得られるよう配慮が求められる。

※「個別の教育支援計画等」：学校等で作成する個別の教育支援計画及び個別の指導計画をさす。
　「障がい児支援利用計画等」：障がい児相談支援事業所で作成する障がい児支援利用計画及び障がい児通所支援事業所等で作成する個別支援計画をさす。





3．成人期における関係機関の連携

（1）就労にむけた連携
第4章に述べた障がい福祉サービス事業所のうち、就労移行支援事業所においては、就労を希望する障がい者のうち通常の事業所での雇用が見込まれる人に対して、訓練、求職活動の支援、職場開拓、定着支援等を行うこととされています。就職に必要なスキルアップとして事業所内外での職場実習等を行うとともに、求職の段階では、ハローワークにおける職業相談・職業紹介や、大阪障害者職業センターにおける職業評価などを活用し、情報を共有しながら支援を行います。
具体的には、ハローワークや大阪障害者職業センターへの相談の際に本人の同意を得て同席・情報提供を行うほか、職業評価の結果を共有してどんな職種・条件での就職を目指すかなどを検討することなどが考えられます。また、実際に就職が決まり、第4章に述べたような情報の引継を行う場合には、関係機関との連携によって得た情報を整理した上で、効率的に伝達する窓口となることが期待されます。
また、具体的な支援にあたっては、就業に関する相談支援や関係機関との連絡調整の役割を担う障害者就業・生活支援センターと連携することにより、同センターが有する就業面・生活面にかかる情報の共有や、雇用と福祉のネットワークが活用され、より効果的な支援が期待できます。
さらに、府内の市町村においては、就職困難者への支援を行うため、地域就労支援センターが設置されています。地域就労支援センターでは、地域就労支援コーディネーターが中心となって就労に向けた支援を行っており、より地域に近い支援機関として関係機関との連携を図っています。


《発達障がい者の就労支援における関係機関》

[image: ]


就労移行支援事業所や障害者就業・生活支援センター、地域就労支援センターなど上に述べた支援機関に限らず、発達障がい者の就労支援における関係機関は本人の状況等によって様々であり（図参照）、これらの機関が相互に連携することによって、より効果的な就労支援を行うとともに、就職後の職場定着に向けた支援体制を確実にすることが期待されます。



【ＰＯＩＮＴ】
	■就労支援においては、単一の機関での支援だけではなく、職業評価・職業相談など支援機関の専門的な機能を活用し、その結果を共有することで、より効果的な支援を図る。
■関係機関の相互連携により就職までの支援を効果的に行うだけでなく、その後の職場定着への支援体制を確実にする。




（2）職場定着支援にかかる連携（障害者就業・生活支援センターと企業との連携）
職場定着支援においては、就労移行支援事業所、障害者就業・生活支援センター、ハローワーク、職業訓練機関等などがその役割を担っており、就労先との関係や本人の状況等に合わせて、役割分担をしながら支援を行っています。中でも障害者就業・生活支援センターについては、他機関による職場定着支援が就職後6ヶ月を目途に段階的に支援の割合が少なくなっていくのに対して、6ヶ月を経過した後も、他機関からの支援の引継も含めて職場定着から就労継続への支援を担っており、本人と就労先をつなぐ重要な役割を果たしています。
具体的には、障害者就業・生活支援センターに登録している障がい者について、職場訪問や本人・就労先の担当者との面談などを通して、職場での状況や課題の把握、仕事の振り返り等を行い、必要に応じて本人と就労先の間に入って調整を行ったり、職場の環境調整等に関する助言などを行ったりしています。本人が業務を遂行する上で能力を発揮できるよう企業等に助言することも、大切な役割のひとつです。こういった支援は、就職者及び就職希望者の増大、障がい者の従事する職務内容や個別的配慮事項の広がりを背景に、本人及び企業等双方からのニーズが高まっています。
また、障害者就業・生活支援センターと就労先との連携においては、関係機関との連携により、就労先で本人の障がい特性、その他の配慮事項への理解や対応方法を共有することで、本人自身が対応力を高めるだけでなく、就労先自身に対応力を向上してもらえるようサポートする視点が必要です。特に、医療的なケアの必要性や精神的な問題への理解・対応方法などについては、障害者就業・生活支援センターが必要に応じて医療機関からの情報を伝えたりすることで、就労先の理解を深めることも期待されます。
本人が就職後の支援を希望しない場合、あるいは職場定着がスムーズに完了した場合等においても、就職時に就労先と障害者就業・生活支援センター、関係機関の役割分担や連絡体制を共有しておくことで、職場環境の変化や本人の不適応が生じた場合に就労を継続するための支援を行いやすくなります。








【ＰＯＩＮＴ】
	■障害者就業・生活支援センターと就労先との連携においては、就労先に対応力を向上してもらえるようサポートする視点が重要である。
■就労先に医療的ケアや精神的な問題への理解を深めてもらうために、障害者就業・生活支援センターや支援機関が医療機関と就労先をつなぐ役割を果たす。
■就職時の連携の確認を通じて、障害者就業・生活支援センターと就労先の関係構築を図ることで、本人や就労先が困った際に就労継続にむけてスムーズな支援や介入が可能となる。















4．各専門機関の役割及び他機関との連携状況

※各支援機関のリストについては、P54以降を参照

（1）大阪府発達障がい者支援センター（アクトおおさか）
大阪府発達障がい者支援センターアクトおおさか（以下、「アクトおおさか」という。）は、発達障害者支援法第14条に基づいて設置されている発達障がい者支援センターです。
大阪府域（大阪市・堺市を除く）における発達障がい児者支援の総合拠点として、発達障がい児者やその家族からの多様な相談に応じて情報提供や指導助言等を行う相談支援や、発達障がい者のニーズに基づき就労相談等を専門的・広域的に実施するとともに、重層的な支援体制の更なる構築に向け、発達障がい児者支援を直接実施する機関への助言・指導等の機関支援を行っています。
また、地域における支援体制を構築するため、福祉関係のみならず、医療・保健・教育・労働等の関係機関や従事者に対して発達障がいの理解促進を図るための情報提供、研修会を行っています。
その他、関係機関等との連携強化を図るため、発達障がい者支援センター連絡協議会や連絡調整会議を開催し、各機関で実施している事業報告や相談事例報告等の情報交換を行っています。

【関係機関との連携】
　アクトおおさかでは、以下のように関係機関と連携しています。
①福祉関係分野との連携
発達障がいにかかわる福祉分野は、その種類も相談機関からサービス提供機関まで、その時期も乳幼児期から成人期まで、またその実施主体もNPO法人から公的機関まで様々であり、アクトおおさかは、大阪府や市町村等の行政機関、サービス提供機関等と連携することで発達障がい児者の地域生活を支援しています。
さらに、アクトおおさかでは、相談支援事業所や地域活動支援センター、自立訓練・就労移行事業所等に対する定期的なコンサルテーションや「個別支援計画」の作成支援等を通じて、地域の事業所等の現状を把握するとともに、連携強化を図っています。

②労働分野との連携
アクトおおさかでは、発達障がい者及びその家族からの就労に関するニーズに応じた個別の就労相談等を行うとともに、大阪障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター、ハローワーク等と連携を図っています。

③教育分野との連携
発達障がい児に対する支援においては、福祉分野と教育分野との連携が課題でしたが、平成24年4月の児童福祉法改正により、保育所等訪問支援や放課後等デイサービスが創設されました。このような中で、発達障がいのある児童を適切に支援していくためには、学校との緊密な連携がより一層求められており、アクトおおさかは、ケースワークやスーパーバイズ、コンサルテーションを通じて連携を図ることとしています。
また、福祉や教育分野の支援機関や職員等に対して、発達障がいの理解と支援のための研修会の開催や教育機関に対するコンサルテーションの実施、発達障がい者支援センター連絡協議会における教育に関する事例報告等を実施しています。

④医療分野との連携
発達障がい児者に対して、専門性の高い適切な療育や必要なサービスを検討するためには、発達障がいの評価と診断が重要です。そのためには、医療機関等との連携が不可欠であり、医療機関を含めた地域支援体制の構築のため、アクトおおさかは医療機関との連絡調整等の様々な連携を図ることとしています。
具体的には、発達障がい児者やその家族の医療に関するニーズを把握し、必要に応じて医療機関や他の診断評価機関と連携を図り、発達障がい児者に対して医学的・心理的な診断・評価が行われるよう連絡調整を行っています。

⑤その他
アクトおおさかでは、関係機関や関係施設との連携強化を図るため、大阪府関係部局をはじめ、大阪府教育委員会、大阪障害者職業センター、OSAKAしごとフィールド、大阪府若者サポートステーション、大阪府発達障がい児療育拠点等で構成する「発達障がい者支援センター連絡協議会」及びその他関係機関との連絡調整会議を実施しています。
また、地域の自立支援協議会への参加や「発達障がい者支援コーディネーター派遣事業」を活用し、相談支援事業所、就労支援事業所等への機関支援を通じて地域における支援力の強化を図るとともに、関係機関で構成する地域支援のネットワーク化を図っています。
さらに、府からの事業委託により、ペアレント・メンターの養成研修を行うなど、大阪府におけるペアレント・メンター事業の展開にかかわっています。


（2）大阪府子ども家庭センター
大阪府子ども家庭センターは、子どもの福祉を図るとともに、その権利を擁護することを主たる目的として、児童福祉法により設置が義務づけられている児童相談所です。
その基本的機能は、以下のとおり児童相談所運営指針に定められています。
○市町村援助機能（児童福祉法第12条第2項）
○相談機能
→子どもに関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものについて、必要に応じて子どもの家庭、地域状況、生活歴や発達、性格、行動等について専門的な角度から総合的に調査、判定（総合診断）し、それに基づいて援助指針を定め、自ら又は関係機関等を活用し一貫した子どもの援助を行う機能（児童福祉法第12条第2項）
○一時保護機能（児童福祉法第12条第2項、第12条の４、第33条）
○措置機能（児童福祉法第26条、第27条の権限の委任）
子ども家庭センターは、市町村と適切な役割分担・連携を図りつつ、子どもに関する家庭その他からの相談を受けています。
発達障がい相談に関しては主に身近な市町村域の相談機関が、発達障がいの診断は医療機関が対応します。一方、不登校や家庭内暴力、非行等の相談の背景に、発達障がいの可能性のある場合があります。こうした発達障がいに起因する二次的な問題への対応に関しては、子ども家庭センターが社会調査、心理検査等を行った上で助言し、必要に応じて継続的な支援や、一時保護、児童福祉施設等への入所措置を行っています。
また、子ども家庭センターは、18歳未満の児童の療育手帳の判定機関であるため、知的障がいを伴う発達障がい児に対しては、療育手帳判定の際、本人・保護者に発達の特徴等を伝え、日常生活への助言を行っています。また必要に応じて、発達障がいを支援対象とする「精神障害者保健福祉手帳」について情報提供しています。
さらに、被虐待で対応する子どもにも、発達障がいの傾向がある場合は、本人、保護者等に発達の特徴等の理解を促す支援をしています。
なお、要保護児童対策地域協議会においては、保護を要する子どもについて、関係機関との情報共有や支援内容の協議を行っています。

【関係機関との連携】
子ども家庭センタ－では、以下のように関係機関と連携しています。
○「発達ならびに知的能力に関する検査結果報告書」の発行：（保護者を通じて）学校、医療機関等
→本人・保護者からの申請により、「発達ならびに知的能力に関する検査結果報告書」を発行。保護者を通じて、学校や医療機関に情報提供。
○検査結果等の説明、助言：保育所・幼稚園等、学校、その他関係機関
→必要に応じ、本人・保護者の同意を得て、保育所・幼稚園等、学校、その他関係機関に検査の結果等を説明、助言。
○ケースカンファレンス等による情報共有：保育所・幼稚園等、学校、市町村の担当課、相談支援事業所等
→本人・保護者の同意を得た上で、保育所・幼稚園等、学校、その他関係機関と情報共有。
○療育手帳判定の際に生活上の困りごとの相談があった場合：（相談内容に応じて）保育所・幼稚園等、学校、その他関係機関
→生活上の困りごと等への相談への対応を行い、必要に応じ、本人・保護者の同意を得て関係機関と連携して支援する。


（3）大阪府発達障がい児療育拠点
　大阪府発達障がい児療育拠点は、大阪府が平成17年度以降「大阪府発達障がい児療育等支援事業」により整備を進めてきた発達障がい児の専門療育を行う事業所で、府内6ヶ所に設置されています。
平成24年の児童福祉法改正に伴い、現在は児童発達支援・放課後等デイサービス事業所として、広汎性発達障がい等の診断を受けた児童を対象に、発達障がい児を対象とした個別療育プログラムや保護者研修等の保護者支援を行っています。また、府からの事業委託により、圏域内の障がい児通所支援事業所の人材育成・機関支援や、発達障がい児の家族を対象としたペアレント・トレーニングなどを実施しています。
　また、一部の療育拠点は保育所等訪問支援事業の指定を受けており、発達障がい児や所属する保育所等に対して、集団生活の適応のための専門的な支援を行っています。

【関係機関との連携】
（児童発達支援・放課後等デイサービス事業所としての連携については、本章2の（2）、（3）を参照）
　発達障がい児療育拠点においては、発達検査や行動観察等のアセスメントに基づいて、自閉症の特性に合わせた個別の療育プログラムを実施しています。このプログラムには、身辺自立や余暇の過ごし方等も含まれており、子どもが療育で身につけた内容について、家庭やその他の生活の場に広げていくことを目標とした取組みを行っています。関係機関との連携においては、本人が所属する機関の見学も積極的に受け入れ、支援引継や助言等を行っています。また、保護者の同意に基づき、発達検査の結果や療育の内容、生活場面における具体的な支援の工夫について情報提供することが可能です。


（4）大阪府障がい者自立相談支援センター
大阪府障がい者自立相談支援センター（知的障がい者支援課）は、知的障害者福祉法第12条に基づいて設置されている大阪府の知的障がい者更生相談所で、18歳以上の知的障がいのある方やその家族等の相談を受けています。
府内各市町村（大阪市・堺市を除く）障がい福祉担当課を通して療育手帳や生活に関する相談等を受け、本人に対して必要な心理検査を実施するとともに、その家族や支援者から状況の聞き取りを行い、結果を踏まえて本人や家族、支援者に対して助言や情報提供等を行っています。
また、知的障がいと発達障がいが重複する人に対しては、その障がい特性について助言を行い、発達障がいについて未診断である場合や医学的な助言が必要と判断した場合は当センター嘱託の精神科医による面接も行っています。

【関係機関との連携】
障がい者自立相談支援センタ－では、以下のように関係機関と連携しています。
○本人の相談判定の結果報告：市町村障がい福祉担当課
→日ごろから必要に応じて本人に対する支援についての助言も実施。
○情報提供や助言：相談支援事業所、障害者就業・生活支援センター、各障がい福祉サービス事業所等
→本人・家族の同意を得た上で、情報提供や助言を実施。
○児童から成人の障がい福祉支援の引継：子ども家庭センター等
→児童期に子ども家庭センターへの相談歴があり、その当時の情報が本人の障がい特性を理解するにあたって必要と判断した場合は、本人や家族の同意を得た上で、子ども家庭センターに対して情報提供を依頼。
また、児童から成人の障がい福祉サービスに移行する18歳時に、必要と判断した場合、本人、家族、児童の支援機関及び成人の支援機関等によるケア会議を実施し、支援の連続性を保つための情報共有を図るように努めている。
○ケア会議への出席・研修の開催等：市町村障がい福祉担当課、その他関係機関
→要請があれば、本人・家族等を交えた関係者によるケア会議へも積極的に出席。その他、知的障がいと発達障がいについての研修会を関係機関向けに開催するとともに、各関係機関が開催する研修に対しても、その内容やテーマ等に応じて講師を派遣。


（5）大阪府こころの健康総合センター
大阪府こころの健康総合センターは、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第6条に基づいて都道府県と政令指定都市に設置されている精神保健福祉センターの一つです。
その役割として、精神保健及び精神障がい者の福祉に関する知識の普及、調査研究及び教育研修の実施、相談及び指導のうち複雑または困難なものを行うこと等が定められています。また、大阪府の精神保健福祉に関する中核施設として、大阪府保健所、市町村、社会復帰関連施設や医療機関をはじめとする地域の関係機関、団体に対する支援を行っています。
発達障がいに関しては、成人の発達障がいの相談（確定診断を含む）を行っています。相談に際しては、現病歴及び生育歴など詳細な聞き取りを行い、本人の希望があれば家族・所属などに伝え、発達障がいの特性の理解や適切な支援に役立つよう支援しています。また、支援に必要な以下の関係機関に紹介するなどの連携をしています。さらに、就労を希望される方については、相談の中で課題やニーズを把握し、就労支援機関につながるようサポートしています。

【関係機関との連携】
こころの健康総合センタ－では、以下のように関係機関と連携しています。
○地域の医療機関（精神科・心療内科等）との連携
○本人の所属先への助言：学校、就労先、福祉施設、児童相談所等
○就労に関する機関の紹介：障害者就業・生活支援センターやハローワーク等
○ひきこもり支援に関する機関の紹介：地域のひきこもり支援を実施するNPO法人


（6）大阪府保健所
大阪府保健所は、地域住民の健康の保持及び増進を目的として、地域保健法第5条に基づいて設置されている行政機関です。
また、精神保健福祉法に基づき、精神保健及び精神障がい者福祉に関して、精神障がい者本人や家族、その他の関係者からの相談に対応しています。保健所における精神保健福祉相談の内容としては、精神保健福祉法、保健所及び市町村における精神保健福祉業務運営要領を根拠とした、精神障がいに関する医療や福祉等に関する相談のほか、必要に応じて家庭訪問を実施しています。その他、市町村が行う相談等の業務について、技術的な援助や市町村相互間の連絡調整を行っています。
大阪府保健所では精神保健福祉チームを設置し、統合失調症、うつ病、その他こころの健康に関する相談を行っており、ケースワーカーや保健師、精神科医（嘱託医）等が相談に応じています。
発達障がいに関しても、上記の精神保健福祉チームが相談に応じており、保健所への来所が困難な場合等については必要に応じて訪問を実施したり、精神科医（嘱託医）による精神科医療に関する助言を実施したりしています。
発達障がいのある本人や家族、関係者等からの相談については、本人の生活のしづらさや困難と感じる状況、また家族や関係者等からの話を聞きながら、課題を整理し、必要な支援や関係機関との調整を実施しています。

【関係機関との連携】
保健所では、相談内容や支援の段階に応じて、以下のように関係機関と連携しています。
○医療機関の紹介：地域の医療機関（精神科・心療内科等）
○就労に関する機関の紹介：障害者就業・生活支援センターやハローワーク等
○ひきこもり支援に関する機関の紹介：地域のひきこもり支援を実施するNPO法人等
○障がい福祉サービス利用へのつなぎ：市町村障がい福祉主管課、相談支援事業所等
○18歳以下の場合：本人が在籍している学校、市町村児童福祉主管課等


（7）ハローワーク（公共職業安定所）
ハローワーク（公共職業安定所）は、職業紹介、雇用保険業務等を行い、職業の安定を図り、経済及び社会の発展に寄与することを目的として、職業安定法第8条に基づき設置されている行政機関です。
具体的には、対価を得て労働力を提供しようとする「求職者」と対価を与えて労働力を獲得しようとする「求人者」のマッチングを図るほか、失業された方には失業給付を、人材を確保しようとする求人者には助成金等の支給を行っています。
ハローワークの専門援助部門（ハローワーク河内長野では、「職業相談部門」）では、就職困難な障がいのある方に対して、ケースワーク方式によるきめ細かな職業相談、職業紹介を行うほか、面接の同行や就職後の職場定着指導を実施しています。
また、発達障がいのある方への支援については、大阪東、梅田、大阪新卒応援、阿倍野、淀川、布施、堺の7か所のハローワークに、「就職支援ナビゲーター(発達障害者等支援分)」を配置し、発達障がい等の要因によりコミュニケーション能力や対人関係に困難を抱えている方に対して個別支援を行うとともに、専門支援を希望する方に対しては、ハローワークの専門援助部門、大阪障害者職業センター、発達障がい者支援センターなどの専門支援機関等への誘導を行う「若年コミュニケーション能力要支援者就職プログラム」を実施しています。

【関係機関との連携】
ハローワークでは、以下のような機関と連携しています。
○専門的な職業リハビリテーションが必要な場合：大阪障害者職業センター
○就業面と生活面における一体的な支援が必要な場合：障害者就業・生活支援センター
○発達障がいに対する相談支援が必要な場合：発達障がい者支援センター

（8）OSAKAしごとフィールド
OSAKAしごとフィールドは、大阪府とハローワークが一体となって、若年者、中高年齢者、障がい者、働く女性など、就職に様々な課題を抱える求職中の方への支援や人材の確保・育成に課題を抱える中小企業への支援を行う総合就職支援施設です。
　OSAKAしごとフィールドでは、各コーナーが連携しながら、きめ細かな就職支援を行っています。
○JOBカフェコーナー（若者応援デスク）：キャリアカウンセリングやセミナー、インターン（職場体験）を通じて、就職活動をサポートします。
○障がい者応援コーナー：模擬職場体験など、障がいの特性に応じた就職活動の進め方をアドバイスします。
○サポートステーション：個別相談や就労体験などを通じて、働くことへの第一歩を踏み出せるよう、就労について様々な悩みを抱えるニート状態の求職者とその家族を支援します。
○職業カウンセリングコーナー：専門のカウンセラーが悩みや不安を聞いた上で、必要な職業適性検査を行い、その結果をもとにアドバイスします。
○大阪東ハローワークコーナー：ハローワークに登録している企業の求人検索やハローワークのスタッフが職業相談、職業紹介を行います。

発達障がい者の場合、学校生活の間は、障がい特性に関する本人及び周囲の気づきがなかったり、また周囲は気づいていても診断に至るきっかけやニーズがないなどで、障がい受容が進まないまま就職活動に至る人が多く見られます。
職業カウンセリングコーナーでは職業適性に関する相談を入口としていますが、対人関係の苦手さが原因で社会参加が上手くいかないといった訴えが多く見られます。相談を通して発達障がいの可能性がある場合には、本人が自身の特性を理解、受容するためのサポートを学校、地域の支援機関、OSAKAしごとフィールド内の各コーナーとも連携しながら進めています。また、必要に応じて診断を行う医療機関の紹介も行っています。

【関係機関との連携】
職業カウンセリングコーナーでは、以下のように関係機関と連携しています。
○学校、就労支援機関、市町村の相談窓口、福祉分野の支援機関、医療機関等の関係機関からの紹介
進路相談や就職相談の中で、担当者が本人の進路や就職に難しさを感じた場合には、適性相談の枠組みで紹介されます。発達障がいの可能性があり、雇用側の配慮が必要な場合等は、障がい者支援につながるよう、本人、関係機関の担当者への情報提供を行います。
○医療機関へのつなぎ
本人が診断を希望する場合には、診断可能な医療機関へのつなぎを行っています。本人の状態やニーズなどに応じて、受診可能な医療機関について情報提供を行ったり、連携を行っている医療機関を紹介したりします。医療機関を受診することへのためらいがある場合等は、必要に応じて職業カウンセリングコーナー嘱託の精神科医の面談も入れながら、確実に医療機関に結びつけるように支援を行います。
（9）大阪障害者職業センター
障害者職業センターは、障害者雇用促進法（障害者の雇用の促進等に関する法律）第19条に規定されており、障害者職業カウンセラーが配置され、全国47都道府県に設置されています。大阪にあっては、大阪障害者職業センター及び大阪障害者職業センター南大阪支所が関係機関と連携し、地域に密着した職業リハビリテーションサービスを提供しています。
大阪障害者職業センターにおいては、ハローワーク、障害者就業・生活支援センター、医療機関、支援学校等の関係機関との密接な連携の下、障がい者の就職の促進と職場定着を図るため、障がい者・事業主等の多様なニーズに対応した職業リハビリテーションサービスを提供しています。

①障がい者に対するサービス
○就職の希望等を把握した上で、職業能力等を評価し、必要な相談・指導を行い、これらを基に、就職して職場に適応するために必要な支援内容・方法等を含む個々人の状況に応じた「職業リハビリテーション計画」を策定します。（職業評価・職業指導）
○センター内で作業体験、職業準備講習、社会生活技能訓練等を行うことにより、事業所で必要とされる基本的な労働習慣の体得、作業遂行力の向上、コミュニケーション能力・対人対応力の向上を図ります。（職業準備支援）

②事業主に対するサービス
　障がい者の新規雇入れ、在職者の職場適応や休職者の職場復帰等、障がい者雇用にかかる様々な支援を実施しています。障がい者雇用の相談や情報提供のほか、障がい者雇用に関する事業主のニーズや雇用管理上の課題を分析し、必要に応じ「事業主支援計画」を作成して、専門的な支援を体系的に行います。

③障がい者及び事業主に対するサービス
○ジョブコーチ（職場適応援助者）による支援
知的障がい者、精神障がい者等が円滑に職場に適応することができるよう、ジョブコーチを事業所に派遣し、障がい者及び事業主に対して、障がい特性を踏まえた直接的・専門的な支援を行います。
○精神障がい者総合雇用支援
精神障がい者及び事業主を対象に、精神障がい者の新規雇い入れ、職場復帰、雇用継続のための様々なニーズに対して、主治医との連携の下で、専門的・総合的な支援を行います。
　職場復帰支援では、「リワーク支援計画」に基づき、精神障がい者に対して、センター内での作業や講習を通じて、生活リズムの立て直し、集中力・持続力の向上、体調の自己管理、ストレス対処等の適応力向上の支援を行います。また、事業主に対して、職場の受入体制の整備（復職計画の策定、上司、同僚等の啓発等）についての支援を行います。

④大阪府域の関係機関に対する職業リハビリテーションに関する助言・援助等
　大阪障害者職業センターは、府域においてハローワーク、関係就労支援機関等との密接な連携の下で業務を行っており、障害者就業・生活支援センター、就労移行支援事業所等関係機関に対しては、支援計画の策定や支援の実施方法、他機関との連携方法等の職業リハビリテーションに関する専門的・技術的な助言・援助を行っています。

　発達障がい者の支援に関しては、大阪障害者職業センターでは、支援の困難性が高い精神障がい者、発達障がい者等に対する支援を重点的に実施しており、特に発達障がい者の就労支援については、職業準備支援事業を通じて障がい者のニーズに合わせた発達障がい者就労支援カリキュラムと求職活動支援を、ジョブコーチ支援を通じて職場適応支援を効果的に実施し、就職及び職場適応の実現を図っています。
　また、府域における発達障がい者の職業リハビリテーションの推進に資するために、大阪労働局、ハローワーク、発達障がい者支援センター、障害者就業・生活支援センター、若者サポートステーション、全国LD親の会等の関係機関に委嘱した委員により構成する「発達障害者雇用支援連絡協議会」を設置しており、発達障がい者の雇用支援における各関係機関の連携に関すること、ニーズ把握の方策に関すること、府域における気運の醸成、理解の促進等に関すること、事業主への啓発等に関すること等について協議、情報交換を行っています。


（10）障害者就業・生活支援センター
障害者就業・生活支援センターは、障害者雇用促進法（障害者の雇用の促進等に関する法律）第27条に規定されている機関で、障がい者の身近な地域において、雇用、保健福祉、教育等の関係機関の連携拠点として、就業面及び生活面における一体的な相談支援を実施しています（大阪市・堺市を含めた府内18か所に設置。大阪市・堺市では、18か所以外にも独自にセンターを設置）。
就業面での支援として、①就職に向けた準備支援（職業準備訓練、職場実習のあっせん）、②就職活動の支援、③職場定着に向けた支援、④障がい者特性を踏まえた雇用管理についての事業所に対する助言、⑤関係機関との連絡調整を行っています。
さらに、生活面での支援として、①日常生活に関する助言（生活習慣の形成、健康管理、金銭管理等に関する助言）②地域生活に関する助言（住居、年金、余暇活動等に関する助言）、③関係機関との連絡調整を行っています。

【関係機関との連携】
障害者就業・生活支援センターでは、ハローワーク、障害者職業センター、支援学校（特別支援学校）、事業主、就労移行支援事業者、福祉事務所、保健所、医療機関と連携し、雇用と福祉のネットワークで自立・安定した職業生活の実現を目指しています。


（11）地域若者サポートステーション
地域若者サポートステーションは、若者支援の実績やノウハウのあるNPO法人などが厚生労働省の認定を受け、府内9か所に整備されており、働くことに悩みを抱えている15歳～39歳までの若者に対し、キャリア・コンサルタントなどによる専門的な相談、コミュニケーション訓練などによるステップアップ、協力企業への職場体験などにより、就労に向けた支援を行っています。
OSAKAしごとフィールド内のサポートステーションでは、ピアワークサポーター（発達障がい当事者）による相談を中心に、個別の支援プログラムを実施するなど、発達障がい者の特性に配慮しながら職業的自立に向けた支援を実施しています。

【関係機関との連携】　
地域若者サポートステーションでは、学校との連携により、学校中退者等へのキャリア・コンサルタント等による支援を行っています。また、ハローワーク等の就労支援機関と連携し、求職活動を支援するほか、必要に応じて、保健医療機関や福祉機関等の支援機関・団体への誘導を行っています。




第6章
先進事例について





■事例1　池田市「Ikeda_s」の実施（一貫した発達支援システムの構築）
【池田市の人口・発達支援の実施状況など】
· 人口　10.2万人　出生数　852人（平成24年度）
· 児童発達支援等利用児　延べ1049人（以下平成25年度）
· 発達検査・発達相談回数　延べ102回
· 巡回支援　延べ188ヶ所、605人

【発達支援の課題とシステム構築の経緯】
· 平成21年度の療育相談システム会議※（現発達支援システム検討委員会）において、システム構築に向けた取組みを開始した。
· 同22年度の会議では「系統だったシステムがないため、その都度対応が異なることがある（関係機関）」「相談・支援機関が変わるたび、成育歴など同じことを聞かれるので精神的に負担が大きい（保護者）」などの問題点が指摘された。
· これらの問題点を踏まえ、生涯にわたって一貫した支援を受けられるよう、市内全域で各機関が共通して使用できるシートの必要性が確認された。同23年度には、会議に先駆け、発達支援に関わる心理士の会※で検討を重ね、いけだつながりシート「Ikeda_s（イケダス）」原案を作成した。
· 同24年度、発達支援関係機関と保護者からの意見を収集し、発達支援に関わる心理士の会で協議を重ねた後、発達支援システム検討委員会での協議を経て「Ikeda_s」が完成した。

※療育相談システム会議（現発達支援システム検討委員会）
大阪大学などの研究機関と池田公共職業安定所や大阪府池田子ども家庭センターなどの発達支援関係機関だけでなく、利用者である池田市手をつなぐ親の会などの養育者で構成。このほか、市役所庁内の関係機関が連携して連絡・調整と情報共有を行う庁内会議も設置している。
※発達支援に関わる心理士の会
大阪大学特任研究員をはじめ、庁内の関係機関に配属された心理相談員で構成（平成22年度発足）。

【Ikeda_sの概要及び支援情報等の引継】（平成25年度～）
＜目的＞
相談・支援機関が変わるたびに生じる保護者の負担を軽減することと、保健・医療・福祉・教育・就労などの関係機関が本人や保護者などと情報を共有し、生涯を通して継続的で一貫した支援の実施につなげることをねらいとしている。





＜対象＞
市民（障がいの有無や年齢を問わず）。
＜ファイルの内容＞
母子健康手帳にも書かれている出生までの経緯や乳幼児健康診査の結果に加え、所属学校園やアレルギーなど、基本的に成長に伴って変更のない情報を記入する「フェイスシート」と、運動発達やコミュニケーション、学習のことなど成長に伴って変化する内容を記入する「現在の様子」の2部構成。また、取扱説明書として記入例や記入ポイントを示した「お助けガイド」を添付。
また「成長に伴ってシートの様式が変わると引継がしにくく、新しく書き直す必要もある」といった意見を受け、全年齢、本人の状態にかかわらず統一したシートになっている。
＜記入者＞
本人・保護者と支援機関が作成（誰が記入したか分かるよう、記入者欄を設けている）。
＜管理＞
本人・保護者の所有物になるが、希望があれば副本を作成し、発達支援課で管理することも可能（鍵のかかるロッカーで保管）。
＜引継＞
就園・就学時や支援機関が変わる際、所有者が各機関にIkeda_sを持参するほか、サービス等を利用する際、窓口で新たな資料を記入する代わりにIkeda_sを活用する。ただし、Ikeda_sによる情報提供は所有者の自由意志による。
＜その他＞
・ファイル形式になっている
必要なページのみ取り出して持ち歩くことも可能。更新する際は過去の内容を消したり、破棄すると成長や発達の経過が分からなくなるため、新しいシートを追加する。
・すべての市民が対象
「Ikeda_sは支援が必要な人だけが利用するもの」という発想にならないよう留意している。母子健康手帳の延長版として、利用者本人の成長・発達の記録になるほか、病院受診の際にアレルギーや服用している薬などを伝えるのにも役立つ。

【Ikeda_s作成による成果】
· 保護者の負担軽減
　　・市内で共通して使用できるので、保護者が一から同じことを説明したり、記入する負担が軽減した。
　　・一冊に記録が整理されているので、本人のことを初対面の人に伝える際でも伝えやすくなった。
· 発達支援サービス提供の強化
　　・関係機関が本人の成長や発達の経過を総合的に把握できるので、利用者のニーズに沿った支援を提供しやすくなった。
・関係機関の連携が強化された。



■事例2　岸和田市「あゆみファイル」の実施（就学前後の連携システムの構築）
【岸和田市の人口・発達支援の対象児】
· 人口約20万人　出生数1717人（平成25年）　
· 就学前の発達支援対象児　1125人（平成25年度）
· 就学前の発達相談（集団観察含む）回数　1419回（平成25年度）
· 就学前のフォロー率　約8.8％（平成25年度）
· あゆみファイルの総数　1087冊（就学前～中学校まで、平成25年度）

【就学前後での発達支援の課題とシステム構築の経緯】
· 就学前の発達支援の対象児の中で知的障がいを伴わない発達障がい児（疑い）が過半数を占めていた。適性就学指導を受ける児童は引継が可能だが、それ以外の子どもは学校へ引き継ぐ手立てがなく、支援が途切れてしまう可能性があった。
· 保護者からも「先生が変わるたびに、同じことを何度も説明しなければならない」「先生が変わっても、同じ対応をしてほしい」「子どものことをうまく伝えられるか心配」などの声があった。
· これらの問題を解決するため、平成15年度頃から岸和田市子育て地域協議会（障害児療育部会）※で、主に就学前後の課題について検討を行ってきた。その結果、平成18年度から就学時に引継シートを用いて支援情報を引き継ぐシステムを構築した。その後、就学前後だけではなく、乳幼児期から成人期まで一貫した支援を実現するために、平成22年度からあゆみファイルを全市的に実施、運用することとなった。

※子育て地域協議会（障害児療育部会）
市の機関：健康推進課（保健センター）、障害者支援課、保育課、児童育成課、教育委員会、府の機関：保健所、支援学校、子ども家庭センターが参画

【あゆみファイルの作成及び支援情報等の引継】（平成22年度～）
＜目的＞
支援を必要とする子どもの情報が、必要な関係機関に適確に伝達され、適切な支援につながることをねらいとしている。
＜対象児＞
0歳～満18歳に達するまでの発達に支援が必要な子ども
＜所有者＞
対象児本人。所有者に代わって対象児の保護者（後見人も含む）が了承、活用することができる。
＜ファイルの内容＞
生育歴、生活の様子、保護者の願い、支援情報等
＜作成者＞
所有者と支援機関が協同で作成。支援機関で作成を促した場合でも、必ず所有者の同意が必要。





＜管理＞
ファイルは所有者のものだが、学校、園の中で子どもに応じた支援を行うために、在籍中の学校、園で一時的に管理する。
＜引継＞
卒園や卒業、転校などの場合に、所有者が学校、園に返却を要請し、次に所属する機関へ持参する。ただし、所有者の状況によっては、現時点での所属機関の職員が同伴したり、所有者の承諾が得られた場合は、所属機関から直接入学・転園先に渡すことも可能。所有者、所属機関、転園または入園、入学先機関の3者で集まり、その中で引き継がれることが望ましいとしている。
＜特色＞
ファイルはあくまで、所有者のものであり、引継や管理・運用にあたっても、所有者のニーズを尊重しながら進めている。例えば、幼稚園入園時にファイルを作成していても、就学時に所有者が引き継ぎを希望しない場合は自宅保管という形でファイルを返却する場合もある。
　
【幼稚園・保育所と小学校の情報交換会の実施】
＜目的＞
幼稚園・保育所と小学校の連携を強化するため、「特別支援コーディネーター連絡会」を活用し、顔の見える関係を構築。
＜情報交換会の内容＞
保育所、幼稚園と小学校、中学校の教員等が年2回（8月、1月）一同に会し、「あゆみファイル」の活用方法などをテーマに情報交換会を実施するとともに、担当者同士の顔合わせを行い、顔の見える関係を構築し、その後の個別のケース会議等につなげていく。

【連携システム構築による成果】
（1）保護者との連携が強化
・保護者が支援に参加できる機会・意識が増した。
・支援者とやりとりする機会が増えた。
（2）就学前後の連携強化
　・支援が途切れていた発達障がい児（疑い）の支援情報が引き継げるようになった。
　・民間保育園・私立幼稚園との連携が強化された。
（3）施設内・校内の連携が強化
・職員間の共通理解・子どもの理解・支援に活用




関係機関一覧　　※相談には予約が必要な場合がありますので、事前にお問い合わせください。


○発達障がい者支援センター
	地域
	
	TEL
	FAX

	大阪府
	大阪府発達障がい者支援センター　アクトおおさか
	06-6100-3003
	06-6100-3004

	大阪市
	大阪市発達障がい者支援センター　エルムおおさか
	06-6797-6931
	06-6797-6934

	堺市
	堺市発達障害者支援センター　アプリコット堺
	072-275-8506
	072-275-8507



○児童相談所
	地　域
	
	TEL
	FAX

	守口市・枚方市・寝屋川市・大東市
門真市・四條畷市・交野市
	中央子ども家庭センター
	072-828-0161
	072-828-5319

	豊中市・池田市・箕面市
豊能町・能勢町
	池田子ども家庭センター
	072-751-2858
	072-754-1553

	吹田市・高槻市・茨木市・摂津市・島本町
	吹田子ども家庭センター
	06-6389-3526
	06-6369-1736

	八尾市・柏原市・東大阪市
	東大阪子ども家庭センター
	06-6721-1966
	06-6720-3411

	富田林市・河内長野市・松原市
羽曳野市・藤井寺市・大阪狭山市
太子町・河南町・千早赤阪村
	富田林子ども家庭センター
	0721-25-1131
（代表）
	0721-25-1173

	岸和田市・泉大津市・貝塚市・泉佐野市
和泉市・高石市・泉南市・阪南市
忠岡町・熊取町・田尻町・岬町
	岸和田子ども家庭センター
	072-445-3977
	072-444-9008

	大阪市
	大阪市こども相談センター
	06-4301-3100
	06-6944-2060

	堺市
	堺市子ども相談所
	072-245-9197
	072-241-0088



○大阪府発達障がい児療育拠点
	地域
	
	TEL
	FAX

	豊能
	こども発達支援センター　青空（そら）
	072-729-0125
	072-729-0125

	三島
	自閉症療育センター　will
	072-662-0100
	072-662-0056

	北河内
	自閉症療育センター　Link
	072-841-2411
	072-841-2412

	中河内
	発達障がい支援センター　PAL
	06-6783-1425
	06-6783-6105

	南河内
	こども発達支援センター　Sun
	0721-53-5983
	0721-53-5984

	泉州
	自閉症児支援センター　Wave
	072-421-3011
	072-421-3011



○知的障がい者更生相談所
	地域
	
	TEL
	FAX

	大阪府
	大阪府障がい者自立相談支援センター
知的障がい者支援課
	06-6692-5263
	06-6692-3981

	大阪市
	大阪市立心身障がい者リハビリテーションセンター
相談課“はーとふる”ぷらざ
	06-6797-6562
	06-6797-8222

	堺市
	堺市障害者更生相談所
	072-245-9195
	072-244-3300




○精神保健福祉センター
	地域
	
	TEL

	大阪府
	大阪府こころの健康総合センター（こころの電話相談）
	06-6607-8814

	大阪市
	大阪市こころの健康センター（こころの悩み電話相談）
	06-6923-0936

	堺市
	堺市こころの健康センター（こころの電話相談）
	072-243-5500



○保健所（精神保健福祉相談）
	地　域
	
	TEL
	FAX

	池田市・箕面市・豊能町・能勢町
	池田保健所
	072-751-2990
	072-751-3234

	吹田市
	吹田保健所
	06-6339-2225
	06-6339-2058

	茨木市・摂津市・島本町
	茨木保健所
	072-624-4668
	072-623-6856

	寝屋川市
	寝屋川保健所
	072-829-7771
	072-838-1152

	守口市・門真市
	守口保健所
	06-6993-3131
	06-6993-3136

	大東市・四條畷市・交野市
	四條畷保健所
	072-878-1021
	072-876-4484

	八尾市・柏原市
	八尾保健所
	072-994-0661
	072-922-4965

	松原市・羽曳野市・藤井寺市
	藤井寺保健所
	072-955-4181
	072-939-6479

	富田林市・河内長野市・大阪狭山市
太子町・河南町・千早赤阪村
	富田林保健所
	0721-23-2681
	0721-24-7940

	和泉市・泉大津市・高石市・忠岡町
	和泉保健所
	0725-41-1342
	0725-43-9136

	岸和田市・貝塚市
	岸和田保健所
	072-422-5681
	072-422-7501

	泉佐野市・泉南市・阪南市・熊取町
田尻町・岬町
	泉佐野保健所
	072-462-7701
	072-462-5426

	大阪市
	北区
	北区保健福祉センター
	06-6313-9968
	06-6362-1099

	
	都島区
	都島区保健福祉センター
	06-6882-9968
	06-6925-3972

	
	福島区
	福島区保健福祉センター
	06-6464-9968
	06-6462-4854

	
	此花区
	此花区保健福祉センター
	06-6466-9968
	06-6463-1606

	
	中央区
	中央区保健福祉センター
	06-6267-9968
	06-6267-0998

	
	西区
	西区保健福祉センター
	06-6532-9968
	06-6532-6246

	
	港区
	港区保健福祉センター
	06-6576-9968
	06-6572-9514

	
	大正区
	大正区保健福祉センター
	06-4394-9968
	06-6554-7153

	
	天王寺区
	天王寺区保健福祉センター
	06-6774-9968
	06-6772-0308

	
	浪速区
	浪速区保健福祉センター
	06-6647-9968
	06-6644-1937

	
	西淀川区
	西淀川区保健福祉センター
	06-6478-9968
	06-6477-1649

	
	淀川区
	淀川区保健福祉センター
	06-6308-9968
	06-6303-6745

	
	東淀川区
	東淀川区保健福祉センター
	06-4809-9968
	06-6327-3462

	
	東成区
	東成区保健福祉センター
	06-6977-9968
	06-6972-2781

	
	生野区
	生野区保健福祉センター
	06-6715-9968
	06-6712-0652

	
	旭区
	旭区保健福祉センター
	06-6957-9968
	06-6954-9183

	
	城東区
	城東区保健福祉センター
	06-6930-9968
	06-6932-1295

	
	鶴見区
	鶴見区保健福祉センター
	06-6915-9968
	06-6913-6237

	大阪市
	阿倍野区
	阿倍野区保健福祉センター
	06-6622-9968
	06-6629-1349

	
	住之江区
	住之江区保健福祉センター
	06-6682-9968
	06-6673-0220

	
	住吉区
	住吉区保健福祉センター
	06-6694-9968
	06-6694-6125

	
	東住吉区
	東住吉区保健福祉センター
	06-4399-9968
	06-6629-4580

	
	平野区
	平野区保健福祉センター
	06-4302-9968
	06-4302-9943

	
	西成区
	西成区保健福祉センター
	06-6659-9968
	06-6659-9085

	堺市
	堺区
	堺保健センター
	072-238-0123
	072-227-1593

	
	
	ちぬが丘保健センター
	072-241-6484
	072-247-3201

	
	中区
	中保健センター
	072-270-8100
	072-270-8104

	
	東区
	東保健センター
	072-287-8120
	072-287-8130

	
	西区
	西保健センター
	072-271-2012
	072-273-3646

	
	南区
	南保健センター
	072-293-1222
	072-296-2822

	
	北区
	北保健センター
	072-258-6600
	072-258-6614

	
	美原区
	美原保健センター
	072-362-8681
	072-362-8676

	豊中市
	豊中市保健所
	06-6152-7315
	06-6152-7328

	高槻市
	高槻市保健所
	072-661-9332
	072-661-1800

	枚方市
	枚方市保健所
	072-807-7625
	072-845-0685

	東大阪市
	東
	東保健センター
	072-982-2603
	072-986-2135

	
	中
	中保健センター
	072-965-6411
	072-966-6527

	
	西
	西保健センター
	06-6788-0085
	06-6788-2916


※大阪市の地域保健活動担当（精神保健福祉相談）では、発達障がいに伴う精神的な症状についての相談を行っています。
各種福祉制度に関する問い合わせは（各区保健福祉センター市内局番）-（9857）の福祉の窓口で対応しています。

○ハローワーク　　　※のハローワークでは、時間帯等によって一部の業務を取り扱っていない場合があります。
	
	TEL
	FAX

	ハローワーク大阪東
	06-6942-4771
	06-6942-4784

	ハローワーク梅田※
	06-6344-8609
	06-6344-0840

	ハローワーク大阪西
	06-6582-5271
	06-4393-0577

	ハローワーク阿倍野
	06-4399-6007
	06-7711-6021

	ハローワーク淀川
	06-6302-4771
	06-6886-3868

	ハローワーク布施
	06-6782-4221
	06-6783-6768

	ハローワーク堺
	072-238-8301
	072-238-8311

	ハローワーク岸和田
	072-431-5541
	072-423-8609

	ハローワーク池田
	072-751-2595
	072-751-5848

	ハローワーク泉大津
	0725-32-5181
	0725-22-2226

	ハローワーク河内柏原
	072-972-0081
	072-970-0270

	ハローワーク枚方※
	072-841-3363
	072-841-1101

	ハローワーク泉佐野
	072-463-0565
	072-462-8689

	ハローワーク茨木
	072-623-2551
	072-623-2896

	ハローワーク河内長野
	0721-53-3081
	0721-53-3194

	ハローワーク門真
	06-6906-6831
	06-6908-8943



○OSAKAしごとフィールド
	
	TEL
	FAX

	OSAKAしごとフィールド
	06-4794-9198（代表）
	06-6232-8581



○大阪障害者職業センター
	地　域
	
	TEL
	FAX

	大阪東・梅田・大阪西・淀川
布施・池田・枚方・茨木・門真の
ハローワーク管轄区域
	大阪障害者職業センター
	06-6261-7005
	06-6261-7066

	阿倍野・堺・岸和田・泉大津
河内柏原・泉佐野・河内長野の
ハローワーク管轄区域
	大阪障害者職業センター
南大阪支所
	072-258-7137
	072-258-7139



○地域若者サポートステーション
	
	所在地
	TEL
	FAX

	大阪府若者サポートステーション
	大阪市
	06-4794-7266
	06-6943-6776

	大阪市若者自立支援事業コネクションズおおさか
（大阪市若者サポートステーション）
	大阪市
	06-6344-2660
	06-6344-2677

	北大阪若者サポートステーション
	高槻市
	072-696-8060
	072-696-8090

	南大阪若者サポートステーション
	泉佐野市
	072-464-0002
	072-464-0154

	東大阪若者サポートステーション
	東大阪市
	06-6787-2008
	06-6787-2018

	枚方若者サポートステーション
	枚方市
	072-841-7225
	072-841-7225

	とよなか若者サポートステーション
	豊中市
	06-6151-3017
	06-6151-3037

	南河内若者サポートステーション
	富田林市
	0721-26-9441
	0721-26-9445

	堺市若者サポートステーション
	堺市
	072-229-3900
	072-229-0099



○障害者就業・生活支援センター
	地　域
	
	TEL
	FAX

	大阪市
	北・中央・天王寺・
東成・生野区
	東部地域障がい者就業・生活支援センター
	06-6776-7336
	06-6776-7338

	
	西淀川・淀川・
東淀川区
	淀川地域障がい者就業・生活支援センター
	06-6885-7911
	06-6885-7911

	
	都島・旭・城東・
鶴見区
	北部地域障がい者就業・生活支援センター
	06-6933-0737
	06-6933-0737

	
	此花・港・大正・
福島・西区
	西部地域障がい者就業・生活支援センター
	06-4393-3600
	06-4393-3770

	
	浪速・西成・
阿倍野区
	中部地域障がい者就業・生活支援センター
	06-4392-9089
	06-4392-8710

	
	住之江・住吉区
	南西部地域障がい者就業・生活支援センター
	06-4702-5757
	06-6685-8064

	
	東住吉・平野区
	南部地域障がい者就業・生活支援センター
	06-6704-7201
	06-6704-7274

	堺市
	堺市障害者就業・生活支援センター　エマリス堺
	072-275-8162
	072-275-8163

	
	堺市障害者就業・生活支援センター　エマリス南
	072-292-1826
	072-291-1252

	大東市・四條畷市
交野市
	北河内東障害者就業・生活支援センター
支援センターさくら
	072-871-0047
	072-889-2365

	富田林市・河内長野市
大阪狭山市・河南町
太子町・千早赤阪村
	南河内南障害者就業・生活支援センター
	0721-53-6093
	0721-53-6095

	吹田市
	すいた障がい者就業・生活支援センター Suitable
	06-6317-3749
	06-4867-3030

	高槻市・島本町
	高槻市障害者就業･生活支援センター
	072-662-4510
	072-662-4700

	八尾市・柏原市
	八尾･柏原障害者就業･生活支援センター
	072-940-1215
	072-943-0294

	豊中市
	とよなか障害者就業･生活支援センター
	06-4866-7100
	06-4866-7755

	東大阪市
	東大阪市障害者就業・生活支援センター J-WAT
	06-6789-0374
	06-6789-2151

	枚方市
	枚方市障害者就業･生活支援センター
	090-2064-2188
（相談専用）
	072-848-8911

	松原市・羽曳野市
藤井寺市
	南河内北障害者就業･生活支援センター
	072-957-7021
	072-957-1604

	寝屋川市
	寝屋川市障害者就業・生活支援センター
	072-822-0502
	072-812-5247

	岸和田市・貝塚市
	泉州中障害者就業・生活支援センター
	072-422-3322
	072-433-9923

	茨木市・摂津市
	茨木・摂津障害者就業・生活支援センター
	072-664-0321
	072-664-0322

	守口市・門真市
	北河内西障害者就業・生活支援センター
	06-6994-3988
	06-6994-3988

	泉大津市・和泉市
高石市・忠岡町
	泉州北障害者就業・生活支援センター
	0725-26-0222
	0725-26-0031

	泉佐野市・泉南市
阪南市・熊取町
田尻町・岬町
	泉州南障害者就業・生活支援センター
	072-463-7867
	072-463-7890

	池田市・箕面市
豊能町・能勢町
	豊能北障害者就業・生活支援センター
	072-723-3818
	072-723-8803
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大阪府福祉部障がい福祉室地域生活支援課
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